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呼吸器感染症で急性期病院に入院した高齢者の栄養状態が在院日数及び入院医療費に与える影響
大久保浩一1）、馬場園　明2）

Effect of nutritional status on length of stay and health care costs among elderly patients,
 hospitalized for respiratory infection in an acute care hospital

Hirokazu OKUBO1）  Akira BABAZONO2）

【Abstract】
【Purpose】
　The purpose of this study was to quantify the effect of nutritional status on length of stay and health care costs among 
elderly patients hospitalized for respiratory infection in an acute care hospital.
【Methods】
　The subjects were patients aged of 65 years or older, whose diagnosis at admission was pneumonia, bronchitis or aspiration 
pneumonia, and who were admitted to an acute care hospital between 1 November 2013 and 31 October 2014 . The information 
was obtained from electronic medical records and health insurance claim data. First, the Kruskal‒Wallis test was used to 
clarify the nutritional status, length of stay and health care costs. Second, a multiple regression analysis was used to assess the 
relationships between serum albumin level, total lymphocyte count, total cholesterol level on admission, sex, age, and location 
prior to admission with length of stay and health care costs.
【Results】
　A serum albumin level less than 3 . 5 g/dl and total lymphocyte count less than 1600/µl at the time of admission, and age of 
90 years were related to longer length of stay. A serum albumin level less than 3 . 5 g/dl was associated with higher health 
care costs. The total cholesterol level did not affect either length of stay or health care costs.
【Discussion】
　Malnutrition affects the length of stay and health care costs among elderly patients hospitalized for respiratory infection. 
Adequate indicators of nutritional status are necessary.

Key words:elderly patients, malnutrition, CONUT, respiratory infection

【抄録】
【目的】
　本研究では、呼吸器感染症で急性期病院に入院した高齢者の栄養状態が在院日数及び入院医療費に与える影響を明らかにする
ことを目的とした。
【対象と方法】
　対象はA急性期病院に2013年11月～2014年10月の間に入院した入院の契機となった傷病名が呼吸器感染症（肺炎・気管支炎・誤
嚥性肺炎）の患者とした。情報は電子カルテデータならびにレセプトデータから抽出した。
　入院時の栄養指標と在院日数、入院医療費の関係を明らかにするためにKruskal-Wallis検定を行い、次に在院日数、入院医療費
を目的変数に、年齢、入院時アルブミン値、リンパ球数、総コレステロール値の有無を説明変数として重回帰分析を行った。
【結果】
　入院時の血清アルブミン値が3.5g/dl未満、リンパ球数が1600/μl未満、年齢が90歳以上であると在院日数が長くなり、血清アル
ブミン値が3.5g/dl未満であると入院医療費が増大することが示された。
　総コレステロール値は在院日数と入院医療費の両方に影響を与えなかった。
【考察】
　高齢の呼吸器感染症患者において低栄養状態は在院日数・入院医療費に影響を与えるが、スクリーニングの指標については引
き続き検討が必要である。

キーワード：高齢者、低栄養状態、CONUT、呼吸器感染症

1）　社会医療法人敬和会大分岡病院救急科

代表著者連絡先　hirokazu0318@gmail.com

2）　九州大学大学院医学系研究科医療経営・管理学講座
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【はじめに】
　本邦では高齢化社会の進行に伴い医療費が増大しており、平成25年度の概算では39 .3兆円にのぼり、財政に対する大きな負担と
なっている1）。高齢の患者は低栄養状態である傾向があり、低栄養状態が合併症の増加、在院日数の延長を招くという報告がこれ
までにも数多くなされており、この問題に適切に介入することが医療費の低減につながると考えられている2-6）。欧米においては
1970年代ごろから入院患者の栄養障害が問題となっており、従来の医療従事者の栄養療法に関する知識・技術が不十分であるこ
とから専従のNST（Nutrition Support Team）が普及してきた経緯がある7,8）。本邦においても日本静脈経腸栄養学会が主体となり、
NSTの活動が広く全国に普及しているが、医師・看護師・管理栄養士・薬剤師など多職種の非専従のスタッフがチームを形成し、
定期的に集まることで介入を行う手法が一般的である7,8 )。
　大分県に所在するA病院は224床の急性期病院である。高齢者の救急搬送が多く、経営状態の改善のためにも在院日数の短縮が
急務である。当院NSTでは低栄養患者のスクリーニング法としてIgnacioらが提唱したCONUT（Controlling Nutritional Status）を
用いている。CONUTは血清アルブミン値・血清総コレステロール値・総リンパ球数からスコアを算出し栄養状態を評価する手法
で、それぞれ体蛋白の代謝、脂質の代謝、免疫能を反映していると言われている9）。他の手法に比べ身体計測や詳細な問診が必須で
ないことから、非常に簡便に使用できることが利点として挙げられる。
　本邦においてCONUTを用いて外科手術後の合併症・在院日数などとの関連を示した報告は数多く見られるものの10,11）、内科的
疾患に関して、CONUTが適切な指標であるかの検証はなされていない。
　本研究では特に高齢者に多く、また入院期間が長期化しやすい呼吸器感染症患者において、入院時の栄養状態評価のどの指標が、
在院日数・入院医療費の関連について最も影響を与えるかどうかを検証することを目的とする。

【対象と方法】
　対象は当院に2013年11月～2014年10月に入院した入院の契機となった傷病が呼吸器感染症（肺炎・気管支炎・誤嚥性肺炎：ICD
－10コード J13、J159、J180、J189、J440、J69）の患者とした。情報は電子カルテデータならびにレセプトデータから抽出した。ま
た入院時の血液検査結果からCONUTの算出に用いられる血清アルブミン値、血清コレステロール値、リンパ球数を抽出した。

図1　CONUT（Control Nutritional Status）

　単変量の統計的解析では、Kruskal-Wallis検定を用い、年齢、性別、入院時の血清アルブミン値、総コレステロール値、リンパ球数、
入院元、糖尿病の既往の有無に関して在院日数、入院医療費を比較した。次に在院日数・入院医療費を目的変数に、年齢、血清ア
ルブミン値、リンパ球数、入院前の所在を説明変数として重回帰分析を用いて解析した。説明変数の選択には交絡要因との関係を
調整するため、強制投入法によりKruskal-Wallis検定においてP<0 .1を満たす変数を用いた。相関行列表を確認したが「｜r|>0 .9」
となるような変数は存在しなかったため、すべての変数を対象とした。なお、在院日数と入院医療費に関しては対数変換を行って
解析した。多重共線性の検証はVIFで検証した。
　年齢では79歳以下を、性別では男性を、入院時の血清アルブミン値では3.5g/dl以上を、リンパ球数では1600/μl以上を、入院前の所
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在では自宅をそれぞれリファレンスとしたダミー変数を用いた。血液検査に関しては入院初日のデータを用い、カットオフ値に関しては、
CONUTを参考に血清アルブミン濃度は3.5g/dl、リンパ球数は1600/μlと設定した。解析は全てIBM SPSS ver.22を用いて行った。

【結果】
　該当件数は144件であり、男性74件、女性70件で、年代別では79歳以下が32件、80代が66件、90代が46件であった（平均年齢 85 .0
±7 .6歳）。55名がNSTの介入を行っていた。在院日数の平均値は24 .8日で中央値は17日であった。入院医療費の平均値は947 ,364
円で、中央値は747 ,185円であった。

表1　対象患者の年齢、入院時の血液検査、在院日数、入院医療費の分布

　表2に在院日数の記述統計とKruskal-Wallis検定を用いて比較した結果を示した。CONUTから導き出した栄養状態と入院時の血
清アルブミン値、リンパ球数で有意な差を認めた。有意差は見られなかったが、年齢、入院元の違いでは群間で差がある傾向が見
られた。性別、総コレステロール値、救急搬送の有無では有意差は認められなかった。

表2　在院日数に関する記述統計

　表3に入院医療費の記述統計とKruskal-Wallis検定を用いて比較した結果を示した。在院日数と同様に栄養状態、血清アルブミン
値、リンパ球数において有意差が認められ、加えて年齢、入院元でも有意差が認められた。総コレステロール値、救急搬送の有無
では有意差が認められなかった。
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表3　入院医療費に関する記述統計

　表4に在院日数を目的変数とした重回帰分析の結果を示した。在院日数に関して対数化を行った。
　強制投入法による分析を行い、年齢では90歳以上で79歳以下と比べて有意に長く（p=0 .03）、血清アルブミン値では3.5g/dl未満
と3.5g/dl以上と比べて有意に長く（p=0 .03）、リンパ球数では1600未満で有意に長い（p=0 .04）ことが認められた。分散分析表の
結果は有意であった（p=0 .01）がR2＝0.12と適合度は低かった。VIFでの検証では、多重共線性は認められなかった。

表4　在院日数を目的変数とした重回帰分析

　表5に入院医療費を目的変数とした重回帰分析の結果を示した。入院医寮費も同様に対数化して分析した。
　強制投入法による分析を行い、血清アルブミン値では3.5g/dl未満と3.5g/dl以上と比べて有意に多く（p=0 .05）、年齢、リンパ球
数、入院元の違いでは有意差では認められなかった。分散分析表の結果は有意であった（p=0 .05）がR2＝0 .08と適合度は低かった。
多重共線性は認められなかった。
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表5　入院医療費を目的変数とした重回帰分析

【考察】
　本研究では高齢呼吸器感染症患者の基本属性と、栄養指標として入院時血清アルブミン値、リンパ球数、総コレステロール値、入
院元、在院日数、入院医療費を比較した。
　入院患者の栄養評価が重要であることは論を待たないが、例えば代表的な栄養の指標としての血清アルブミン値は、体液量の変化
などの影響を強く受けることから正確には栄養状態を反映しないと言われているなど、単一の検査所見から評価するのは困難であ
る12）。よっていくつかの血液検査項目、身体計測の結果を組み合わせた栄養評価の指標が数多く開発されてきたが、全ての病態を欠
点無くカバーできるには至っていない。
　また多忙な急性期病院においては、煩雑な指標を用いるのに困難を伴うことから、簡便な指標を用いてスクリーニングを行い、後
に詳細な評価を行うのがより現実的である。
　当院では2013年11月からCONUTを用いたスクリーニングを行っており、結果に基づいてNSTの介入を決定している。知識が十分
でない者にもスコアリングが可能であり、低栄養状態を判断しやすいことから栄養療法の普及に一定の効果を上げていると考えられ
る。しかしこの介入方法に関して十分な評価がなされたことはなかったため、特に在院日数の増加の原因となっている高齢者の呼吸
器感染症に着目し、アウトカムを在院日数・入院医療費として解析を行った。
　その結果、入院時の血清アルブミン値が3.5g/dl未満、リンパ球数が1600/μl未満、年齢が90歳以上で在院日数が長くなり、血清ア
ルブミン値が3.5g/dl未満であると入院医療費が増大することが示されたが、総コレステロール値は在院日数、入院医療費のどちら
にも影響を与えなかった。
　総コレステロールは合成の律速酵素であるヒドロキシメチルグルタリル-CoA還元酵素の活性が飢餓状態において低下することか
ら、栄養状態の静的指標に用いられるが13）、本研究において在院日数・入院医療費に関して有意な差が認められなかったのは、脂質
異常症が背景に存在している患者が一定数存在し、病態が結果に影響を及ぼし、正確に低栄養を反映していなかった可能性が考えら
れる。またスタチンの抗炎症作用から、感染症の予後を改善する可能性も考えられ14）、内服に伴う影響はあるかもしれない。
　血清アルブミン値・リンパ球数に関しても、同様に病態や加齢性の変化が影響を与えている可能性も否定できないが、いずれにせ
よ総コレステロール値が指標に含まれるCONUTを高齢者の呼吸器感染症患者において栄養スクリーニングに用いることは困難が
伴う可能性があると考えられた。
　血清アルブミン値とリンパ球数のみで評価するスクリーニングの指標として小野寺のPrognostic Nutrition Index（O-PNI）がある
が15-16）、より病態を反映する指標としてCONUTと比較の上での再検討が必要である。
　本研究の限界として単一医療施設において疾患を限定した調査であり、これを他の病態に適用するのは困難であること、服薬内容
や入院前のADLを考慮していないことが挙げられる。また患者の重傷度による調整を行なっていないが、本研究では対象疾患が医
療・介護関連肺炎に分類されるものが多くを占めることから環境や基礎疾患による病態への影響が多様であり、日本呼吸器学会に
よる医療・介護関連肺炎診療ガイドラインにおいても重傷度による分類ではなく、耐性菌リスクなどによる抗菌薬選択基準としての
治療区分が主となっていることを考慮すると17）、既存の重傷度評価を適用するのは困難であると考えた。

－5－

医療福祉経営マーケティング研究

第10巻　第1号　　1 - 6,　2015 



　今後高齢化社会の進行とともに、入院時に低栄養状態である患者が増加することはほぼ確実であり、病態の急性期における低栄養
患者の早期発見のための手法に関してさらなる検討が必要である。
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急性期病院における地域包括ケアシステム支援体制の構築
野々下みどり1）、馬場園　明2）

Establishment of support functions for a local comprehensive health care system in 
an acute care hospital 

Midori NONOSHITA1）  Akira BABAZONO2）

【Abstract】
【Purpose】Creating a management strategy is necessary to establish support functions in a local comprehensive health care 
system towards 2025 . The reason is that few patients will be cured only by acute care hospitals in the future. The purpose of 
this study was to establish support functions, including, housing, health care, long-term care, prevention, and life support.
【Methods】At first, the mission of our hospital was revised to implement organizational activities, including functions for local 
comprehensive health care systems along the established organizational culture. Second, strengths, weaknesses, opportunities, 
and threats were disclosed. Additionally, the strategy of our hospital was clarified by cross SWOT analysis based on SWOT 
analysis, leading to action plans.
【Results】We decided to specify care for stroke patients, especially, those with cerebral infarction. We would like to enforce 
existing home health care composed of a visiting nursing and rehabilitation care. Additionally, we planned to create a local 
interchange center focused on housing for the elderly. 
【Discussion】We would like to build housing for the elderly based on the idea of a continuing care retirement community, 
including local home health care center, rehabilitation facilities, and free spaces. Additionally, we intend to create opportunities 
for residential interexchange in the district through activities and events. Moreover, we would like to provide information on 
terminal care, including a system to implement living wills, to avoid unwanted life-prolonging treatment and for individuals to 
have dignified deaths at home. 

Key words: local comprehensive health care system, home health care, life support, living will

【抄録】
【目的】今後、急性期医療のみで治癒する患者はほとんど存在しないことを考慮すれば、急性期病院においても2025年に向けて地
域包括ケアシステムの支援に向けた経営戦略を立てる必要に迫られている。住まい・医療・介護・予防・生活支援の視点から支援
構築を行うことを研究目的とした。
【対象と方法】まず、理念の見直しを行うこととした。根付いている組織風土に沿って、地域包括ケアシステム支援の要素を加え
ることで、組織的な取り組みが行えるようにした。次にSWOT分析を用い、強み、弱み、機会、脅威を明らかにした。そして、
SWOT分析に基づいたクロスSWOT分析を行い、当院の取り組みを明らかにし、今後の具体的計画を策定した。
【結果】急性期医療に関しては、脳卒中、その中で脳梗塞に特化していくこととした。既存の訪問看護、通所リハビリテーション
の在宅医療も強化し、さらに住宅施設を中心とした地域の交流の場を作ることにした。
【考察】急性期病院で地域包括ケアを支援していくためには、CCRCの考え方を導入して、「住まい」を建築、地域の在宅医療の拠
点や、通所リハビリテーション施設、フリースペースを設け、活動やイベントを通して、地域との交流の場を作ることが求めら
れると思われる。また、ここでの事前指示書などの情報提供を通じて本人が望まない延命治療を避け、その人らしい死を自宅で
迎えられる体制を構築したい。

キーワード：地域包括ケアシステム、在宅医療、生活支援、事前指示書

1）　医療法人社団シマダ　嶋田病院　診療支援部
Establishment of Support Functions for Local Comprehensive 
Healthcare System By an Acute Hospital

代表著者連絡先　nonoshita@shimadahp.jp

2）　九州大学大学院医学系研究科医療経営・管理学講座
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
school of Medical Sciences、 Kyushu University
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【はじめに】
　我が国は世界有数の長寿国であり、65歳以上の人口は、2012年には3000万人を超えており（国民の4人に1人）、2042年の約3900万
人でピークを迎えるといわれている1）。今後、75歳以上の人口割合も増加し続けることが予想されており、団塊の世代（約800万人）
が75歳以上となる2025年（平成37年）以降は、2179万人になると推計されており１）、国民の医療や介護の需要が、さらに増加するこ
とが見込まれている。それに伴って認知症高齢者も増加し、全国の65歳以上の高齢者について、認知症有病率推定値15%、認知症
有病者数約439万人と推計されている2）。
 　厚生労働省は、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
図1に示すように住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指している3）。

図1　地域包括ケアシステム

　人口約6万人の福岡県小郡市に所在する唯一の急性期病院である嶋田病院（以下、当院という）においても、今後、急性期医療の
みで治癒する患者はほとんど存在しないことを考慮すれば、2025年に向けて地域包括ケアシステム支援体制の構築に向けた経営
戦略を立てる必要に迫られている。地域包括ケアシステム５つの構成要素（住まい・医療・介護・予防・生活支援）の視点から行
うことを研究目的とした。（図2参照）

図2　地域包括ケアシステム5つの要素と「自助・互助・共助・公助」
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【対象と方法】
　非営利機関の管理者がなすべきことについてピーター・ドラッカーは、組織の使命と定めたことを個別具体化していくことと
し、使命達成に必要な3つの要点として、組織の強みと成果に目を向けること、何を心底信じているのかということ、そして何が機
会であり、ニーズであるかということを問うことであるとしている4）。そこで地域包括ケアシステム支援体制の構築を組織的に行
うために、まず理念の見直しが必要であると考えた。
　当院の理念には、「地域住民の方々が安心して暮らしていけるよう」という一節がある5）。また、その理念実現に向けた基本方針
には、「救急医療」を掲げ24時間、365日、いつでも患者が受診できる体制を作っていくことや、「住民の健康管理」として地域住民
の方々に情報を提供し、がん及び生活習慣病の早期発見・早期治療で地域住民の方々の健康管理を支援していくとし、「地域連携」
で広域の医療機関と連携をしていくこととしている。「安心して暮らしていける」ためには「医療」中心の提供体制の構築であった
理念を基本に、蓄積してきた実績を活用しながら、入院前、退院後も24時間365日地域住民の暮らしを支援していく地域包括ケア
システムの構築と、医療（疾患）の予防に加え、介護予防を理念に加えることである。そして、地域で根付いている組織風土に沿って、
地域包括ケアシステム支援の要素を加えることで、組織的な取り組みが行えるようにすることである。
　そのためにSWOT分析を用い、外部・内部環境分析から強み弱みを明らかにした。そして、SWOT分析に基づいたクロスSWOT
分析を行い、当院の取り組みを明らかにし、今後の具体的計画を策定した。

【結果】
　SWOT分析とクロスSWOT分析の結果を図3に示した。SWOT分析の外部環境分析では、機会と脅威の2つの項目から分析を行
うが、機会の中では地域包括ケアシステムの重視と、急性期病院としての急性期に特化した疾患への取り組みが挙げられた。我が
国の社会保障は、社会保障・税一体改革大綱（平成 24年2月17日閣議決定）に基づき、急性期を始めとする医療機能の強化、病院・
病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等を内容とする医療サービス提供体制の制度改革に取り組むこととされた6）。
各都道府県が策定する医療計画には、がん、脳卒中、急性心筋梗塞および糖尿病に精神疾患が追加され、救急医療、災害時におけ
る医療、へき地医療、周産期医療および小児医療（小児救急医療を含む。）の5事業並びに在宅医療に係る医療提供施設相互間の機能
の分担及び業務の連携を確保するための体制に関する事項を定めなければならない7）。これらのことに加えて、DPCの機能評価係
数Ⅱの項目から鑑みても、急性期病院として5疾病5事業と在宅医療に取り組まなければならないことは明らかである。脅威に挙げ
た医療法改正による病床機能報告の報告項目からも同様である8）。

図3　SWOT分析
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　次に、内部環境分析を行った。当院は急性期医療に関しては、5疾病の中の脳卒中、その中で脳梗塞に特化していく方針である。
平成25年度もDPC6桁別の患者数は2位であった。当院の「脳梗塞診療」の強みは、神経内科の医師（専門医）によるrt-PA（アルテプ
ラーゼ）静注療法の施行が24時間365日体制で可能であることである。脳の画像を神経内科の医師が常時携帯するiPadへ転送し、
ICUスタッフとの連携で脳梗塞のゴールデンタイムでの施行ができている。ICU病棟は、日本集中治療医学会専門医研修施設に認
定されており、当院にはさらに約50名のリハビリスタッフや回復期リハビリテーション病棟という資源を有している。
　平成25年度DPC6桁010060（脳梗塞）で退院した154名のうち、109名がエダラボンによる治療、14名がrt-PA（アルテプラーゼ）静
注療法の施行であった。一般病棟からの退院先は、82名が当院の回復期病棟、それ以外の72名の内、自宅が52名、居宅系の施設が9名、
他院の回復期病棟が2名で在宅復帰率は87 .5%であった（表1）。

 

82 52 9 2 2 1 6 87.5% 89.7%

表1　脳梗塞一般病棟からの退院先

　最終的に当院の回復期病棟からの退院患者の退院先は、外来（他院）が72名、次いで外来（自院）が39名と合わせて111名で多くが
在宅であった。当院全体での退院患者の退院先も、2,528名のうち1,883名が在宅で在宅復帰率は89 .7％であった。当院は、DPC入
院期間Ⅱ内での退院割合も84 .9%であり、平均在院日数も12 .5日であり、診療密度を高めることに成功している。
　現在行っている当院での在宅医療・介護サービスは、居宅介護支援、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ
ンである。但し、訪問診療は実績がなく「看取り」まで出来ていないため、弱みとして介護との連携を挙げた。
　これらのことから、クロスSWOT分析における積極的攻勢として、当院は現在行っている「救急医療」と「在宅医療」をこれから
も強化していくこととした。また、差別化戦略として住宅施設を中心とした地域の交流場を作る具体的プランを構築した。

【考察】
　地域包括ケアシステムの中で中核となる地域唯一の急性期病院として、脳梗塞の診療に特化していくこととしたが、さらなる充
実のために、「超急性期脳卒中加算」の施設基準取得に向けた薬剤師、臨床検査技師の当直体制の構築を進めている。すなわち、当
院では、高齢者の肺炎や心不全などの入院診療も多く受け入れているが、ICU病棟やリハビリスタッフ、回復期リハビリテーショ
ン病棟という現在の資源を最大限に生かすためにも、その脳梗塞診療でのポジションを確立していく必要がある。脳梗塞の治療の
ほとんどが薬物療法であり、短い在院日数ののちに在宅へ帰る患者がほとんどであることからも、退院後の患者にもシームレスな
リハビリテーションや生活支援をしていくことが重要であり、当院の特色となると考えられる。
　病院全体でも急性期での診療密度を高めることには成功しているが、年々短縮していく在院日数と相反して、再入院率が増加傾
向にある。治癒が望めない疾患に関しては、短い入院期間での関わりだけで完結していては、医療機関として役割を十分果たして
いないと考えられる。地域包括ケアシステムを構築するためには、その後の継続したケアの支援がやはり重要な課題である。
　診療密度を高めるためにDPC入院期間Ⅱ内での退院、平均在院日数の短縮に取り組むことから、早期退院を想定して、訪問看護、
訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションの在宅医療にも着手したが、まだ十分に活用できてはいない。患者への関わり
において職員もまだ急性期医療のみの意識であり、退院後の介護サービスまで想定できておらず、実際は当院の退院患者からの利
用者が少ない。弱みとして介護との連携を挙げたが、患者が退院後どのような介護サービスを受けたら良いのか、患者が望む生活
を送るためにはどうしたら良いのか、そこまで考えることができるよう、これから職員に意識改革をしていかなければならない。
　また退院後、通院ができない患者にも在宅で同じようにリハビリテーションが実施できるようにと訪問リハビリテーションを
設置したが、地域住民のニーズとしては通所リハビリテーションの方に需要が多い。高齢者のためにも「着替えて出かける」「他人
と接する」ことは重要であり、今後は通所リハビリテーションの方の強化や拡大を行っていく。
　当院の敷地内（駐車場）に訪問看護ステーションが建設されていたが、先日より本院へ近い場所へ移転した。その跡地に新しい施
設の建築を行い、地域包括ケアシステムを考える上での「住まい」という要素をここで実現することを検討している。本人の希望
と経済力にかなった住まいを基盤として、生活、予防、介護、医療を支援することが地域包括ケアシステムのアイデアである。こ
の「住まい」にはCCRC（Continuing Care Retirement Community）の考え方を導入する。
　CCRCとは「継続したケア」という理念に基づいて、生活支援・健康支援・介護・医療サービスなどを総合的に提供していく施設サー
ビスのシステムであり9）、CCRCの理念を取り入れた「高齢者の生活が継続できるようにケアを行い、自分の人生で起こったことを前
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向きに肯定して統合すること」を支援する「高齢者健康コミュニティ」9）をこの「住まい」に構築したい。「高齢者健康コミュニティ」は
「本人の意思の尊重」「残存機能を活用した自立支援」「生活とケアの連続性の維持」を三大原則とし、「生活支援・健康支援・介護・
医療サービスを提供する複合施設と自立型、支援型、介護型高齢者住宅および高齢者自宅をネットワークで結び、地域包括ケアシス
テムの機能を満たすコミュニティ」と定義されているが9）、当院の敷地内に隣接している訪問看護ステーションと連携し、ここを地域
の在宅医療の拠点とする。通所リハビリテーション施設も併設させ、本人の意思を尊重した生活を支援していきたい。
　この「住まい」は、当院の特徴を生かした脳梗塞後の患者や糖尿病の患者、ICU病棟では呼吸器疾患が多数のため、人工呼吸器装
着の患者も入居可能であるような施設にしたい。また別のサービスとして、多様な疾患を持った高齢者が多いため、糖尿病食、減
塩食など治療食の宅配サービスも行うことができれば、地域住民を「日」単位という視点での支援ができるのではないだろうか。
　また、「住まい」には、フリースペースを設け、地域包括ケアシステムの予防や生活支援を自助・互助を活用して行っていきたい

（図2参照）。さらに、ボランティア・住民組織の活動場所としてスペースを提供し、そこでは高齢者によるボランティアや生きが
い就労の場所として、また認知症予防としても価値ある場所を作っていく。そこで、①セミナーや教室の開催、②ホームヘルパー
の養成など、在宅介護の教室③終活セミナー（エンディングノートや事前指示書作り）④集いの場所としてカフェ、⑤当院からの定
期的な健康教室の開催などである。次に具体的な内容について詳述する。

①セミナーや教室の開催では、地域で活動しているボランティアや教室開催の講師などにスペースを提供する。また現役を退い
た高齢者を講師に迎え、セミナー等の開催をする。

②ホームヘルパーの養成などでは、生きがいや就労支援を行う。また在宅介護を行う家族の支援のためにも、実演等で訓練でき
る場所として活用する。そこでの講師は当院の看護補助として勤務しているケアワーカーを想定している。そうすることで、
当院の職員のモチベーションアップにも繋がり、新しい活躍の場が提供できるのではないかと考える。

③終活セミナー（エンディングノートや事前指示書作り）については後述するが、住民の意識改革の場所として考える。
④集いの場所としてカフェは、地域との関わりの場所としての提供や、認知症カフェとしての利用を考える。
⑤当院からの定期的な健康教室の開催では、定期的な運動や食事、また疾患についての教室を開催し情報提供を行う場所とする。

そこで医療（疾患）や介護予防についての活動を行う。
　ここでの企画をさらに「月」「年」単位での視点でも構築する。まず、「月」単位の視点であるが、既存の通所リハビリテーション施設の
空き時間や休日を利用したり、また当院の通所リハビリテーションの１つは商業施設の中に入っている施設があるため、その商業施設
の中に併設されたホールを利用したり、さらには地域の中の空き家などを利用したりして、1月から２月毎に1度のイベントを実施する。
　「年」単位での企画として、市民公開講座、フェアの開催を行い、地域のイベントとして実施していく。この「月」や「年」でのイベ
ントは、日々行うセミナーや教室の勧誘や披露の場、回復期リハビリテーション病棟や通所リハビリテーションでリハビリとして
作成した作品の披露の場などとしても有効であると考える。こういったイベントを通して、地域との交流が広がり、ネットワーク
作り、顔の見える連携が構築できるのではないかと考える。
　現在、公民館での「健康教室」をきっかけに、地域（自治区）と連携を始めている。そこでの健康教室で、院長や講師の医師も「平
均寿命と健康寿命について」や「死に方」や「死に場所」について住民に話している。終末について考える運動を、地域に展開してい
きたいと考える。
　急性期病院で地域包括ケアを支援していくためには、CCRCの考え方を導入して、「住まい」を建築、地域の在宅医療の拠点や、
通所リハビリテーション施設、フリースペースを設け、活動やイベントを通して、地域との交流の場を作ることが求められると思
われるが、実現に向けてこれから職員の意識改革や教育、介護報酬の改定も考慮し予算や運営の計画を急がなければならない。
　最後に、急性期医療機関として地域包括ケアシステムへの関わり方として、高齢者に急性期ケアのニーズが生じた場合から新た
なシステムを構築したい。わが国では、1973年の老人医療費無料化により、高齢者の社会的入院を増長させ、病院で亡くなるとい
う文化を定着させた。この文化は、本人の承諾を得ない胃瘻造設や延命治療を受けるということと関連していると思われる。国民
の死生観・価値観の多様化も進む中で医療のあり方は、医療を受ける側への意識改革も要する。人生の最終段階における医療のあ
り方について、社会的に合意形成していくことは重要なことである。自分の最期をどうするのか、何を求めるのか、終活を通した
エンディングノートからの事前指示書（リビングウィル）など、そういった情報提供にも努めていく。そういう場を作るためにも、
前述の起案は有益であると考える。本人が望まない延命治療を避け、その人らしい死を自宅で迎えられる体制を構築したい。

【おわりに】
　このようなプランの実現のためには、まず当院の職員の意識改革と連携が必要である。入院している間だけの治療や関わり方か
ら、継続したケアの支援をしていかなければならない。また、本人、施設、ケアマネージャー等との連携構築も重要である。退院先
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が自宅以外の場合にも、喀痰吸引や褥瘡、栄養摂取の問題がある。それによって退院先が見つからなかったり、退院しても再び入
院となったりするケースも起きている。現在、誤嚥性肺炎の再入院の増加という問題もあり、少しずつ施設へ職員が出向き、ケア
の継続について指導などを行っているが、こういった研修や交流もこれからさらに増やしていかなければならない。最終的な目的
としては、そもそも誤嚥性肺炎にならないような、減少するような活動を考えている。
　また、組織間の連携のためにどのような情報共有をしていくのか、研修会や会議といったところから、記録の統一化、共有等も
IT化も含めて検討していかなければならない。
　急性期病院における地域包括ケアシステムの構築として、高齢者に急性期ケアのニーズが生じた場合に、急性期ケア、回復期ケ
アを提供し、また地域に帰るというケアサイクルを可能とする仕組みを構築するための事業展開と、急性期ケアへの係り方につい
て検討した。ICUやHCU、一般病棟の7対1看護体制、リハビリテーションスタッフ、豊富な経験と人材、急性期に特化してきた資
源を、地域包括ケアシステムの各部門へ配分していき、この地域の医療体制を変えていくことが時代の要請となってきている。
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山間部の高齢者健康コミュニティモデルにおける薬剤師の役割の開発
花田　　稔1）、馬場園　明2）

Study of the functions of pharmacists in a continuing care retirement community 
model in a mountainous region 
Minoru HANADA1）  Akira BABAZONO2）

1）　九州大学大学院　医学系学府　医療経営・管理学専攻
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【Abstract】
【Purpose】The purpose of this study was to develop pharmacists’ functions, including home visit services, at a continuing care 
retirement community model in a mountainous region.
【Methods】The target population included the residents of Joge-cho town (Fuchu, Hiroshima Prefecture, Japan). First, I 
described regional characteristics, present health care status, long-term health care services and daily life of the elderly. Second, 
I conducted SWOT and CROSS-SWOT analyses to evaluate roles and orientations of home visit services by pharmacists as 
supporters for the elderly with a framework of “structure", "process", and "outcome". For this purpose, I used Donabedian’ s 
model, which is famous for its triad. Then, based on this analysis, I developed a sustainable business model for pharmacists to 
conduct home visit services in Joge-cho town based on a balanced scorecard.
【Results】I developed the following pharmacists’ functions for home visit services at a continuing care retirement community 
model: ‘improvement in the health care environment’ , ‘prevention against disease aggravation’ , ‘reduction in health care costs’ , 
‘improvement in quality of life’ , ‘promotion of home visit services’ , ‘improvement of the quality of duties’ , and ‘construction of 
a continuing care retirement community’ . Moreover, I created a strategic plan to establish a financially sustainable pharmacy 
that specializes in home visit services.
【Discussion】The developed functions in the study aimed to support patients holistically. Additionally, this model is expected 
to contribute to the construction of a local comprehensive health care system by planning collaboration among health care 
facilities or between health care facilities and long-term care facilities. Further study should include agendas of self-realization 
for the elderly and active participation of local residents.

Key words:continuing care retirement community, pharmacists’ functions, home visit services

【抄録】
【目的】山間部の高齢者健康コミュニティモデルにおける、在宅サービスを含めた薬剤師の役割の開発を研究目的とした。
【対象と方法】研究対象地域は上下町（広島県府中市）とした。まず、地域特性、医療・介護の提供状況, 高齢者の日常生活状況を明
らかにした。次に、高齢者の支援者としての在宅薬剤師の役割と方向性に関してSWOT分析、CROSS-SWOT分析を行い、「ストラ
クチャー」「プロセス」「アウトカム」のフレームワークを用い検討を行った。さらに、Balanced Scorecard のフレームを用い、上下
町での薬剤師による本在宅サービスの持続的な事業展開についての検討を加えた。
【結果】地域包括ケアシステムでの在宅薬剤師の役割を、「薬物治療環境の向上」「疾病の重症化予防」「医療費の削減」「生活の質の
向上」「在宅サービスの推進」「業務の質の向上」「高齢者健康コミュニティの構築」とすることができた。また、在宅専門薬局を事
業的に成り立たせる経営プランも構築した。
【考察】本研究で開発した在宅薬剤師の役割は、高齢者を全人的な視点で支援することにつながり、さらに、医療―医療、医療―介
護の連携を図ることで、地域包括ケアシステムの構築に大きな貢献をもたらすことが期待できる。今後、高齢者の自己実現、地域
住民の参画という課題が研究されるべきである。

キーワード：高齢者健康コミュニティ、薬剤師の役割、在宅サービス
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【はじめに】
　高齢化の進展と健康概念の転換1）により、わが国では病院完結型から地域完結型である地域包括ケアシステム2）へと舵が切ら
れた。
　これにより病院や施設よりも、高齢者住宅を含む自宅で多くの高齢者を支えることになり、薬物治療に対してハイリスクを抱え
る高齢者の支援がさらに必要となった3-9）。これに伴い、患者と在宅サービス担当者からも薬剤師が在宅サービスへ参入すること
に大きな期待が寄せられている。調剤室での調剤が業務であった時代からすれば、大きな変革である。
　地域包括ケアシステムに期待される薬剤師像は、平成6年の診療報酬改定（在宅薬剤管理指導料）、平成9年の基準薬局制度の改定
で、すでに示されていたが、平成24年社会保障・税一体改革大綱、平成24年診療報酬改定により後押しされる形で、「かかりつけ薬局」
のあるべき姿と伴に、残薬の調整や飲み忘れの対策、薬学的視点による処方薬の評価などの薬剤師による在宅サービスが明確な形
で、国民と薬剤師自身に示されることとなった。
　しかしながら、薬剤師の在宅サービスが、全国的に広く十分に提供されてはおらず、その活動は不十分との厳しい指摘も上がっ
ている10-12）。
　つまり、在宅で薬物治療を行う患者の多くは、①複数の疾患を抱え合併症を起こしやすい②その回復からの遅延により廃用症候
群など日常生活機能の低下を起こりやすい③肺炎など死に至る急性疾患の頻度が高い④多剤服用や生体機能の変化により薬剤の
副作用が起こり易い等の状況にある。患者が自宅で暮らすためのセイフティネットである在宅医療が、担当者のそれぞれの専門性
との連携により質の高いサービスに導くとする現在、その場に参画できていない状況について、薬剤師はその責任を重く受け止め
る必要もある。
　一方、高齢者の多くは、住みなれた地域で、安心して最期まで暮らすことを希望するものの、人生への目的意識が希薄した状況
が顕在化している13）ことも言われている。人生への目的の有無が、生き方を変えるとも言われ14）、その目的を再構築することが治
療の延長上にある生活の質（QOL）の向上に大きく影響を与えるため、限られた専門知識のみでサービスを提供することへの限界
も見えてきている。このような中、医療提供施設内での活動でも伺えるように、薬剤師は、薬学の専門家として活動を有する側面
と、医師に伝えきれない患者の代弁者となる側面を併せ持つことから、地域包括ケアシステムの中での薬剤師の在り方を改めて考
えることは重要である。　
　また、前者の側面にあたる褥瘡治療、緩和ケア、NST、そして認知症などの業務への多様化も一部では進んで15～19）おり、このこ
とは、日常生活につながる他職種との業務の効率化や薬剤師の多面的な視野での活動の発展を見ることができ、これを生活支援に
つなげることで、他職種の補完的な活動へとなりえる。
　しかし、依然として治療を中心とする薬学の専門家としての薬学的管理指導に留まっているため、生活者としての日常生活およ
びQOLという大きな視点を持って、生活への動機づけや生活への自己実現へと導く生活支援を明確に打ち出して活動を行ってい
る事例は未だ見つからない。これに対して、北欧や欧米では、高齢者が自分の人生を前向きに肯定して統合することで、人生をよ
りよく生きる習慣が備わっており、本人や配偶者の身体的能力に応じた移り住みの文化とそれを支えるハード・ソフトの仕組み
である高齢者健康コミュニティ20）が構築されている。これにより、在宅サービスの受益者、受給者には、QOLについての認識が高
い。そのため、高齢化率が進展するわが国においても、持続可能な社会の構築のため、地域包括ケアシステムとともに、この高齢
者健康コミュニティの概念の必要性が認識され、政策検討が行われているところである。
　現在、山間部では、人口減少とともに、独居世帯、高齢世帯の割合が増加し、介護者も高齢化するなど、地域社会の脆弱が顕在化
しており、在宅サービスでの本人および介護者を支えるキーパーソンの存在が不足している状況にある。そのため、山間部で住み
慣れた自宅で最期を迎えることを希望する多くの高齢者に対し、薬剤師の、患者宅への訪問姿勢や業務の多様化などともに、高齢
者健康コミュニティの中で、地域包括ケアシステムにおける役割を整理し検討することは意義深い。
　そこで、本稿では、山間部の高齢者健康コミュニティモデルにおける、在宅サービスを含めた薬剤師の役割の開発を研究目的と
した。

【対象と方法】
　研究対象地域は上下町（広島県府中市）とした。まず、地域特性、医療・介護の提供状況, 高齢者の日常生活状況を明らかにした。
次に、高齢者の支援者としての在宅薬剤師の役割と方向性に関してSWOT分析、CROSS-SWOT分析を行い、「ストラクチャー」「プ
ロセス」「アウトカム」のフレームワークを用い検討を行った。さらに、Balanced Scorecard（BSC）のフレームを用い21）、上下町で
の薬剤師による在宅サービスの持続的な事業展開についての検討を加えた。
　上下町の高齢者健康コミュニティモデルは、馬場園の高齢者健康コミュニティ20）の「高齢者が自分の人生を前向きに肯定して統
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合することを支援し、地域包括ケアシステムの機能を満たす“コミュニティ”」という概念を用い、医療介護の提供側を中核に、自
宅や介護施設などの住まいを連携させることで医療介護資源が少ない山間部に応用したものである。（図1）。また、上下町の特性
を把握するため人口動態、医療・介護に関する推定値に関しては、2010年の実数を基に、日本の地域別将来推計人口、疾患調査平
成23年患者調査上巻（全国）、介護保険事業状況報告、介護療養給付費実態調査、府中市第5期高齢者保健福祉総合計画・介護保険
事業計画を利用した22～26）。

 

図1　上下町の高齢者健康コミュニティモデル

【結果】
1．上下町の現状分析
1）概要と特徴　　
　上下町は、広島県の東北山間部の平均海抜460ｍに位置した人口約5千人（高齢化率38 .8％）、面積約85㎢の農業を中心とする町で
ある。町の中心部には歴史情緒あふれる街並みが残っており、その街並みを利用した祭りなど地域コミュニティが多様な特色を
持っている。2003年4月に上下町は旧府中市に編入合併されたが、日常生活圏は、上下町を含む北部圏域と旧府中市を中心とする
南部圏域に設定されている。府中市は、少子高齢化と人口減少の問題にさらされてきている。合併時の旧府中市と旧上下町の人口

（高齢化率）は、41 ,271人（22 .4％）と6,426人（33 .5％）で6倍以上、高齢化率では10％以上の違いがあった。10年経過した上下町では、
2014年2月28日には5,048人（38 .8％）となり、日本の高齢化率25 .1％27）より13 .7％上まわっている。府中市の高齢化率は、全国と広
島県の20年先行し、上下町では30年以上先行している（図2）。また、上下町の75歳以上の高齢者数は、減少傾向にあるがものの、高
齢化の進展により独居高齢者・高齢者世帯28.29）は増加傾向にある。
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図2　府中市の人口推移

2010年は、実数。その他は推定値。

2）在宅医療体制（上下町）
　上下町の在宅医療は、府中北市民病院（一般病院：60床）1施設と精神科病院（308床）1施設、医院2施設の医療機関が担い、退院支
援、日常支援、急変時の対応、看取りが行われている（図3）。とりわけ、府中北市民病院は、かかりつけ医、専門医、一次救急対応、
他医療機関への紹介の機能を担っている。二次救急病院まで山道で40分以上かかり、医院の医師の高齢化も進んでいる地域でもあ
る。自宅生活が困難となり、医療介護施設への入所を希望しても困難なことがあり、住み慣れた地域を離れる高齢者も少なくない。
薬局は府中北市民病院を中心に半径300ｍ以内に4店舗あるが、在宅訪問管理指導の実績がない。
3）在宅薬剤師の役割と方向性
　SWOT分析の結果を示す。強みは、「保険薬局が5店舗あり、在宅への関与に期待できる」「薬局間のつながりがある」「栄養、褥
瘡について指導できる」「感染予防について指導できる」「介護予防について支援できる」、弱みは、「在宅へ参画できていない」「在
宅への意識が薄い」「町内との繋がりが薄い（住民として）」「医療機関・介護事業所のつながりが弱い」「注射調剤する施設がない」

「呼吸、脈拍の収集が苦手だ」「サポート薬局の体制ができていない」であった。一方、機会は、「高齢者世帯（独居高齢者）の増加」「在
宅患者数が増加している」「緊急時の見守りが必要な患者がいる」「地域包括ケアシステムの構築の推進」「在宅医療の推進」「施設
から在宅への医療政策の方針」「2014診療報酬で在宅が評価された」「入院できる医療機関がある」「病院も在宅医療を行っている」、
脅威は、「生産年齢人口の減少」「医療介護職員の不足」「予防支援が自治体の支援事業となる」「介護保険料の値上がり」「在宅での
活動を理解されていない」「かかりつけ医の機能が不十分」「介護予防体制が弱い」「介護認定に応じた入所ができない」「認知症に
なると施設入所となることが多い」「医療介護職員が不足している」「コミュニティが脆弱化している」であった。
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図3　上下町の在宅医療体制

　表1にCROSS-SWOT分析の結果を示した。強み×機会の対応としては、「在宅サービスの推進」「薬局間連携の構築」「感染予防
への連携」「介護予防システムの構築」、強み×脅威の対応としては、「支援事業への参加」「介護保険料に依存しない事業の構築」「高
齢者住宅を基盤とした支援」であった。一方、弱み×機会の対応としては、「薬剤師在宅支援マニュアルの作成」「フィジカルアセ
スメントの講習会」「薬局間での勉強会の開催」「在宅関係者の交流会」、弱み×脅威の対応としては、「医療機関との連携強化」「介
護事業所との連携強化」「地域住民との連携強化」「地域での学習会の開催」「ケアカンファレンスへの参加」であった。
　上下町における在宅薬剤師の在宅サービスの役割について、ストラクチャー、プロセス、アウトカムに分類し、検討した結果、
表2の結果となった。ストラクチャーを、「①薬の相談」「②患者のモニタリング」「③疾病・介護予防活動」「④安心への支援活動」「⑤
連携の構築」「⑥業務の支援体制」「⑦自立への支援」の7項目とした。
　「①薬の相談」のプロセスは、「治療」「症状」「日常生活」の相談、アウトカムは、「薬物治療環境の向上」（安心して薬物を服薬で
きる環境の獲得）とした。「②患者のモニタリング」のプロセスは、「訪問による病状悪化の早期発見」「防げる入院の予防」「薬の飲
み忘れ・飲み間違いの指導」「重複処方の調整・残薬管理」「副作用のモニタリング」、アウトカムは、「疾病の重症化予防」と「医療
費の削減」とした。「③疾病・介護予防活動」のプロセスは、「感染予防への連携」「予防活動の動機づけ」「介護予防システムの構
築」、アウトカムは、「生活の質の向上」とした。「④安心への支援活動」のプロセスは、「定期訪問による安心感」、「必要な薬をい
つでも届けてくれる安心感」、アウトカムは、「生活の質の向上」とした。「⑤連携の構築」のプロセスは、「医療機関との連携強化」

「介護事業所との連携強化」「地域住民との連携強化」「地域での学習会の開催」「ケアカンファレンスへの参加」「薬局間連携の構築」、
アウトカムは、「在宅サービスの推進」とした。「⑥業務の支援体制」のプロセスは、「薬剤師在宅支援マニュアルの作成」「フィジ
カルアセスメントの講習会」「薬局間での勉強会の開催」「在宅関係者の交流会」、アウトカムは、「業務の質の向上」とした。「⑦自
立への支援」のプロセスは、「支援事業への参加」「介護保険料に依存しない事業の構築」「高齢者住宅を基盤とした支援」、アウト
カムは、「高齢者健康コミュニティの構築」とした。
　また、これらの在宅薬剤師の役割は、「高齢者になっても住み続けられる高齢者の住まい確保」を除く地域包括ケアシステムの
4つの重点課題（「医療との連携強化」「介護サービスの充実強化」「予防の推進」「生活支援サービスの確保や権利擁護」）すべてに対
応している（図4）。
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　在宅薬剤師の活動方針は「生活の中での薬物治療という視点を持ち、薬学的管理指導とともに、生活の基本となる支援への業務
の多様化を考慮する」「安心安全な薬物治療環境へと導くため、サービス提供者や介護者と連携し、自宅で生活したいと希望する
患者の気持ちにできる限り沿い、時にはその気持ちを動機づける支援を行う」の2点に整理した。

表1　CROSS-SWOT分析

 

表2　地域包括ケアシステムと薬剤師の役割
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図4　在宅薬剤師の役割と地域包括ケアシステム

2．在宅薬剤師の事業展開
　在宅サービスは、地域包括ケアシステムでの在宅医療制度および在宅介護制度に沿った経営を考慮する必要がある。つまり、そ
れぞれの指導件数が、経営に大きく影響するため、これに対する取り組みを検討することは事業の持続性を持たせるために必要で
ある。なお、在宅訪問収支のモデルにおける薬剤師モデルは、既存の薬局に、在宅専任薬剤師を新たに配置することを想定している。
1）在宅訪問収支のモデル（月単位）
・収入費用のモデル化

（1）薬剤師モデル　月給50万円とする。（薬剤師の平均年収533万円；平成25年度賃金構造基本統計調査参照）
（標準調剤技術料：調剤基本料41点、基準加算②36点、後発品加算①18点、調剤料３剤189点、在宅患者調剤加算15点：2週間処方）

（2）居宅療養管理指導モデル　
①同一建物居住者に行う場合
（居宅療養管理指導352単位＋標準調剤技術料299点）

×2（回／月）×患者数（人）=　1,302点×患者数（人）
②同一建物居住者以外に行う場合
（居宅療養管理指導503単位＋標準調剤技術料299点）　　　　　　　

×2（回／月）×患者数（人）=　1,604点×患者数（人）
1単位：10円と換算する。

・採算規模の算出
　居宅管理指導費モデルで、薬剤師モデルの月給を上回るための患者数は、同一建物住居者以外の者である場合、月に32人、高齢
者住宅など同一建物居住者である場合、39人に相当する。つまり、1日平均4人の患者となる。また、上下町内には、認知症対応型共
同生活介護が18床あるので、これを全て受けることができれば、残りを同一建物住居者以外の者17人を確保すれば、薬剤師モデル
の薬剤師を1名増員することができることになる。ここで目標として示す患者数は、上下町の高齢者数や薬局の在宅への取り組み
状況から可能な数値である。
2）戦略目標の明確化と事業展開
　薬剤師による訪問が患者のQOL向上へ結びつけるためには、経営の安定性と経営戦略が必要である。そのためBSCのフレームを
用い、経営の質向上を検討した（表3）。戦略マップでは、定期的な学習と研修から安定した経営という縦の因果関係のシナリオを
表現している。また、それぞれの重要業績指標と目標値を、学習と成長の視点では「ケアカンファレンスへの参加回数を月1回以上」

「外部研修会への参加回数は年1回以上」「薬剤師満足度評価での満足度は70％」、業務プロセスの視点では「上下地区薬薬連携勉強
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会の開催は4か月に1回」「医療機関への挨拶は年2回」「他事業者への挨拶は年2回」「在宅訪問マニュアル改定回数は年1回以上」、顧
客の視点では「服薬者としての利用者満足度評価はスコア７以上」「生活者としての利用者満足度評価はスコア5以上」、財務の視点
では「居宅療養管理指導者数（同一建物居住者以外の者）は32人」「居宅療養管理指導者数（同一建物居住者者）は39人」とした。薬局
を取り巻く環境は、絶えず変化するため、BSCの修正とPDCAサイクルを回すことは必要である。

 

表3　上下町での事業展開

【考察】
　過疎化と高齢化が進む上下町で、可能な限り住み続けたいとする高齢者は少なくない。わが国では、地域包括ケアシステムの構
築の名の下、その整備が進められているが、果たしてその地域の高齢者に合ったものになっているのだろうか。全国的に介護サービ
ス事業が進み、訪問や通所のサービスが進む中にあっても、上下町では現在・将来の介護状態を鑑み、施設入所を視野に入れた生
活圏域外の事業所を受け入れる高齢者も少なくない。また、町外に居住する子供を頼り、その地域の施設に入所する傾向も見られる。
　一方で、地域包括ケアシステムでは、介護施設、高齢者住宅、自宅を住まいとして位置付けているが、上下町の場合、高齢者住宅
の建設、そして介護施設の増床、増築の可能性は乏しい状況にあり、自宅を中心とする在宅医療・居宅サービスと介護施設との連
携がこの地域で暮らす大きな手段となっている。薬物治療に加えて、さまざまな健康リスクを抱える高齢者を考えると、薬剤師と
して在宅生活を支え、地域包括ケアシステムの構築に貢献する期待は大きいものであると考えられる。
　現在の在宅医療体制は、実質的には訪問診察、訪問介護、訪問看護でなされている状況にある。日本薬剤師会30）は在宅へ薬剤師が
介入することで飲み残しや飲み忘れの残薬が約400億円（全体の90%）節約できることを報告し、在宅での薬の管理ができていないこ
とを理由に、薬剤師による安心・安全な薬物治療環境を支援することの重要性を主張している。しかし、薬剤師の在宅サービスが
幅広い展開となっていないこと、在宅での薬物治療を生活の一部としてよりは、治療としての比重をかける傾向がある上、薬剤師固
有の役割が明確にされていないこともあり、在宅現場での他職種の違いや必要性が十分理解されていない傾向も存在している。
　これに対して本研究では、薬学的管理指導の視点で「薬物治療環境の向上」「疾病の重症化予防」「医療費の削減」、生活者の視点
で「生活の質の向上」を整理できたことは、在宅で活動するための薬剤師固有の役割を明確にし、在宅への参画に対し、患者や医療
介護職員とともに薬剤師自身においての活動の在り方が明らかとなることで、在宅参画への推進力となることが示唆される。さら
に、薬剤師の役割として開発した「生活の質の向上」にある「予防活動の動機づけ」サービス、「定期訪問による安心感」サービスは、
在宅での薬剤師の新たな価値を見出だすことができた。
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表4　服薬作業と生活作業

　「予防活動の動機づけ」サービスとは、服薬指導と関連がある服薬作業の支援を通じて、日常作業を支援し介護予防につなげるも
のである（表4）。伊勢崎31）はADLとQOLの関係の中で食事動作ができる者ほど生活満足度が高いことを示していることから、服薬
作業を支援・動機づけることは、食事作業を継続かつ改善につなげ、QOLの向上へと導くことが期待される。つまり、服薬作業の
支援が服薬アドヒアランスと介護予防につながるため、生活という連続の中で考えると意義深いサービスである。また、「要介護
状態になることをできるだけ防ぐ（遅らせる）こと、すでに要介護状態になっていてもその悪化をできるだけ防ぐ」32）という介護予
防の一助として、介護者にもこれらの支援を行うことは、日常生活への介護予防と動機づけに期待できるサービスである。
　「定期訪問による安心感」サービスとは、山間部では人口減少と高齢化によるコミュニティの脆弱化が顕在化し、生活としての基
本部分を相談できる相手の不足が社会問題となっていることへのアプローチである。独居高齢者、高齢者世帯が増える中で、歩行
がおぼつかなくなったり、食べていなかったり、認知症がでた時に適切に支援し、救急時の対応、入院入所の判断、日常生活での
意思決定などを行う時に身近にいて相談にのる、また、適正な相手（業者）を紹介する存在が必要となっている。
　これらは、生活の基本部分への支援としての意味合いを持ち、地域包括ケア研究会では『「介護」「医療」「予防」の専門的なサー
ビスの前提として、「住まい」と「生活支援・福祉サービス」の整備がある』と表現し33）、辻彼34）は「在宅医療は、高齢者に対して、医
療と介護と心のケアの三つが必要であり、高齢者一人ひとりに三つのケアの調和を図ることが大切である」と指摘しているところ
でもある。
　一方、現在の地域包括ケアシステムは、連携の必要性を重視しながらも、医師を頂点とする指揮命令系であり、カンファレンス
はあるものの、その他の職種は、独立した業務を専門的に行っている傾向が強い。よって、本研究での「薬物治療環境の向上」「疾
病の重症化予防」「医療費の削減」「生活の質の向上」「在宅サービスの推進」「業務の質の向上」「高齢者健康コミュニティの構築」
を持って、地域包括ケアシステムに登場することは、患者を全人的な視点で支援することにつながり、さらに、医療－医療、医療
－介護の連携を図ることができ、地域包括ケアシステムの構築に大きな貢献をもたらすことが期待できる。ただ、地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて、3点の課題も考えられる。
　一つ目に、患者の自己実現への取り組みが挙げられる。
　80歳以上の自殺率（10万人あたり）は26％を超え、その理由の91％が健康問題という報告がある35）。このように、過疎化と人口減
少が進む山間部での在宅療養高齢者は健康に対し大きなストレスを抱えている可能性が大いに考えられる。これは、本人のQOL
低下とともに、限られる資源から提供されるサービスの非効率を生む危険性につながる。V.E.フランクル14）が、「ありようがいつ
終わるかを見通しのつかない人間は、目的をもって生きることができない。」と述べたように、人生をよりよく生きるためには、高
齢者自身が自己実現に向けた取り組みが必要となってくると考えられる。これを馬場園20）は高齢者健康コミュニティの理念の中
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で、高齢者が自分の人生を前向きに肯定して統合することを支援するという言葉を用い、生活への動機づけや生活への自己実現へ
と導くことがQOL向上につながることと示している。しかし、今のところ、わが国で確立されたものとはなっておらず、サービス
提供者への教育をはじめ、多職種で支える体制の構築を検討する必要があると考える。
　二つ目に、地域住民の参画への取り組みが挙げられる。
　日々の生活の成り立ちは一義的ではないため、“人とのつながり”というアプローチが必要とされる。秋山36）はコミュニティヘル
スという立場で、本人や家族、その周辺を取り巻く人々、専門家ではない人々もケアの担い手として役割に重みを増していること
を示している。また、西岡37）は、地域住民の活動が地域包括ケアの要素となっていることを示すなど地域包括ケアシステムの構築
について地域住民の活力をキーワードとした事例が多く見受けられる。このことは、地域資源の発見33）としてのインフォーマルな
活動にあたり、地域や町内会での人との付き合いで、本人および他者の自律という概念を再構築するための源となるアプローチで
あり、患者が自分を受け入れてくれる空間（機会）と感じる空間をいかにして作るかであることを示している。つまり、医療介護関
係者として接するのでは、なし得ない支援である地域で支える仕組みを地域包括ケアシステムに取り入れることは、在宅での生活
を維持することにつながるとともに、サービスの質向上と効率化を増幅することになると考える。また、要支援区分の予防支援が
平成27年より自治体の支援事業となることからも、より一層NPOなどの活力を通じた地域包括ケアシステムづくりも必要である
とも考える。
　三つ目に、薬剤師のパラダイムシフトへの取り組みが挙げられる。

 

表5　薬剤師のパラダイムシフト

　現在の薬剤師には、薬学的管理指導の先にあるQOLを見据えた本役割が見えにくい状況がある。さらに、業務の多様化について
の拡張意識が不十分である傾向もある。その背景には、「薬というアイテムを用いて、医師の指示通りに患者が薬を使用できるよ
うにする」「治療を目的とした薬学的管理指導を遂行することを薬剤師のゴールとする」という考え方が根強いためであると示唆
する。筆者は、表5を作成する中で、医療モデルから生活モデルへと健康概念が転換した1）ように、薬剤師も時代に沿った概念であ
る生活環境を重視した新たなパラダイムへと転移する時期が来ているように感じている。そして、その創出が新たな薬剤師として
の価値を生んでいくため重要な転換期に来ているとも考えている。
　今後、多職種との連携を行うことで、地域包括ケアシステムの中での薬剤師の役割が、さらに明らかになってくると考えられる。
そして、それは、地域における在宅医療の「退院支援・日常の療養支援・急変時の対応・看取り」というフォローの中に落しこん
でいくことになり、それら役割の質を向上させる仕組みの検討も今後は必要となってくると考える。
　現在、柏市など多くの市町で地域包括ケアシステムによるまちづくりが行われその参考事例が公開されている38）。本研究の取り
組みが、山間部の類似地域において参考となるモデルの一つとなり、少しでも多くの高齢者の自宅での生活が確保されることを期
待するものである。
　さらに、本研究により、地域包括ケアシステムの中で、薬剤師が、現在当たり前に行っている業務が、実は、当たり前ではないと
いうことを提示できたことは、今後の薬剤師の在宅サービスに一石を投じるものであるとも考える。
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訪問看護師のための認知症者を有する家庭への支援マニュアルの作成
村田　　浩1）、馬場園　明2）

Development of a manual to aid visiting nurses 
who support individuals with dementia and their families 

Yutaka MURATA1）  Akira BABAZONO2）

1）　九州大学大学院　医学系学府　医療経営・管理学専攻
Department of Health Care Administration and Management Graduate 
School of Medical Sciences, Kyusyu University

2）　九州大学大学院医学系研究科医療経営・管理学講座
Department of Health Care Administration and Management Graduate 
School of Medical Sciences, Kyusyu University

【Abstract】
【Purpose】It is necessary to develop a support tool for dyads of those with dementia and their families to enable them to 
continue living together at home. Therefore, adopting the framework of occupational health, we intend to create a manual for 
the caregiver/care-recipient dyad, to implement an efficient and comprehensive support system led by visiting nurses.
【Methods】We consider a household as a small establishment, including workers with dementia, while the role of visiting nurse 
is regarded as that of a safety and health supervisor. Thus, visiting nurses should maintain and develop their business skills 
and improve the satisfaction of the workers. Using various reported manuals as reference, we developed a support manual in 
accordance with the framework of occupational health.
【Results】This manual was based on five management systems of occupational health and was divided into seven chapters: 
1 ) Role of the visiting nurse, 2 ) General management, 3 ) Communication, 4 ) Work environment management, 5 ) Work 
management, 6 ) Health management, and 7 ) Care of workers’ mental health. In Chapter 5 , templates of job descriptions and 
care plans for activities of daily living were prepared. In Chapter 7 , behavioral and psychological symptoms of dementia were 
classified into six types, for which standard methods were explained.
【Discussion】This manual was created to implement comprehensive support for individuals with dementia and their families. 
Using this manual enables expansion of support services offered by visiting nurses without substantially changing the 
conventional systems. Further research, such as intervention studies, is necessary to verify the effectiveness and efficiency of 
this manual. Additionally, there is a need for developing a training system for visiting nurses.

Key words:dementia, caregivers, visiting nurses, occupational health, support manual

【抄録】
【目的】認知症者が充実した在宅生活を継続するためには、認知症者と介護者双方に対する支援を実施する必要がある。このため、
産業保健の枠組みを採用し、訪問看護師を中心とした効率的かつ包括的な支援体制の構築を目的として、認知症者と介護者双方に
対する支援マニュアルの開発を行うことにした。
【方法】家庭を零細事業所所とみなし、従業員に認知症者がいると考え、訪問看護師の役割を安全・衛生管理者であると定義した。
支援の目的は事業を維持・発展させ、従業員の満足度を向上させることとし、これまでに報告された各種マニュアルを参考にして、
産業保健の枠組みに従って支援マニュアルを開発した。
【結果】産業保健の5管理に基づいて支援マニュアルを作成し、構成は7章とした。章立ては、1）訪問看護師の役割、2）統括管理、3）
コミュニケーション、4）作業環境管理、5）作業管理、6）健康管理、7）メンタルヘルス対策、とした。第5章の作業管理では、職務分
担表とADL（日常生活動作）に対するケアプラン表の雛形を用意した。第7章のメンタルヘルス対策においては、BPSD（認知症の行
動・心理状態）を6種類に分類し、標準的な対応方法を示した。
【考察】認知症者とその家族に対する総合的な支援を行うための支援マニュアルを作成した。このマニュアルを使用する利点は、従
来のシステムを大きく変更することなくサービスの展開が可能なことにある。今後の課題は、本マニュアルを使用して実際に効果
があるかどうか、介入研究を行って検証することである。また、訪問看護師の研修体制を整備する必要もあるだろう。

キーワード：認知症、介護者、訪問看護師、産業保健、支援マニュアル
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【はじめに】
　わが国は急速に高齢化しており、平成25年10月1日現在の高齢化率は25 . 1%、75歳以上の総人口に占める割合は12 . 3%で、世
界のどの国もこれまで経験したことのない高齢社会を迎えている1）（平成26年版高齢社会白書）。このため認知症者数も急増して
おり、認知症有病率調査2）（平成21～24年度、厚生労働科学研究、朝田教授）では有病率を15％（12～17）、2010年の認知症者数を
約439万人（350万～497万）と推計している。平成22年の「日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数3）（要介護認定データを基に算出）は
280万人であり、平成32年（2020年）には410万人へ増加すると推定されている。（認知症の最大の危険因子は加齢であり、65～69
歳での有病率は1 .5%、以後5歳ごとに倍増し、85歳では27%に達する。）
　厚生労働省は、「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができ
る社会」の実現を目指すとし、平成27年1月に認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）4）を公表している。認知症への取り組
みが急務となっているが、認知症者が同じ環境で暮らし続けるための支援サービスはいまだ不十分といえる。限られた財源のな
か、現在の資源を活用しつつ効果的かつ効率的なシステムに変えていくことが求められており、在宅で過ごす認知症者のQOL 

（Quality of Life）を維持・向上させる良質な支援サービスの開発が急務となっている。
　認知症者が充実した在宅生活を継続するためには、認知症者と介護者双方に対する訓練プログラムを実施する必要がある。訓
練プログラムを行わなければ、認知症者ではADL（日常生活動作）の低下5）,6）やBPSD（認知症の行動・心理状態）の出現をきたし
やすい7）と言われている。介護者では、長期間過度のストレスにさらされて健康状態を悪化させやすいという多くの研究報告が
ある8）。Alzheimer’ s AssociationのReport（2013年）9）によれば、介護者の61％は高いストレスを感じており、44％が抑うつ状態
にあり、うつ病の罹患率が17％から39％へ上昇するとされている。身体的には、慢性疾患のリスクが上昇し、非介護者に比べて
入院しやすくなり、外来受診が46%増え、処方薬が70%以上増える、とされている。したがって、認知症者が充実した在宅生活
を継続するためには、認知症者のみならず、介護者に対する訓練プログラムを実施する必要がある。
　しかし、日本国内では訓練効果に対する系統的な介入研究は実施されておらず、適切な支援マニュアルも存在しない。これに
対しアメリカやヨーロッパでは、系統的な介入研究が多数実施されており、それに対応する支援マニュアルも整備されている。
現在は、効果的なプログラムを地域で実施可能かどうか検証する段階にある10）。
　アメリカにおいて2002 - 2010年の間に発表された非薬物的介入研究 （地域移行のためのRCTが実施されているプロジェクト）
を、表１に示す11-20）。ワシントン大学を中心にした取り組みはSeattle Protocolsと呼ばれ、STAR-C14）、RDAD15）以外にも様々な
取り組みがなされている。REACHプロジェクト16）は６大学の研究を統合することにより発展しており、現在はREACH-OUT18）

のような地域で実施可能な方法を模索している段階にある。ヨーロッパではHOPE （Smart Home for Elderly People）21）、
ENABLE （Enabling technologies for persons with dementia）22）、CCE （Connected Care for Elderly Persons Suffering 
from Dementia）23）、UP-TECH （UPgrading Quality of Care through the integration of Services and the Use of New 
TECHnologies）24）などのプロジェクトが、地域移行に向けた取り組みを行っている。アメリカのプロジェクトが心理療法や運動
療法が主体なのに対し、ヨーロッパではICT （Information and Communication Technologies）を利用したAssistive technology
の開発を進めている点に特徴がある。
　これらのプロジェクトの課題は、実施に多くの資源を要するため、研究から実地への移行が難しいことにある。このため、介
入回数を減らしたり、既存サービスを活用したりすることで効率化を図ろうとしているが、今のところ大きな進展はみられてい
ない。また、各プロジェクトは看護学、心理学、リハビリテーション、ソーシャルワーク等の分野毎の理論に基づいて発展して
おり（表１）、基盤となる理論的枠組みがないため、統合することが難しいという弱点も抱えている。認知症者は症状が常に変動
し、医療・介護両面からの学際的な包括的支援が必要となるため、それを支える理論的枠組み作りと、日常的に使用可能で包括
的な支援が行えるマニュアルの開発が急がれている。
　また、各プロジェクトで実際の介入方法も異なっており、標準的な介入方法が定まっていないのが現状である。認知症者へ
の介入としては、Cognitive Training、ADL Training、Physical activity/Exercise、Sensory Enhancement and Relaxation、
Support and Psychotherapy、Validation、Environmental Modificationsな ど が 行 わ れ て お り25）、介 護 者 へ は、Caregiver 
Training and Support、Behavior Management Techniques、Stress Management、Problem-Solving、Respite Care、Case 
Managementなどが行われている26）,27）。しかし、どの介入方法も単独では明確な効果は立証されておらず28）、1）Multi-
Component、2）Face to Face の介入、3）Dyad（患者、介護者の組）への介入、が有効であることが明らかとなっている29-31）。こ
のため、今後の介入研究ではこの3要素を満たす必要があり、本支援マニュアルもこの点を考慮して作成する必要がある。
　多くの資源を要さず、対象者全体に対する包括的な支援を行う体系としては、産業保健があげられる。産業保健は学際的な学
問分野であり、本人だけでなく管理者にもアプローチし、事業場全体の安全と健康を守ることを目的としている32）。ILO/WHO
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合同委員会（1995年）は、労働衛生（産業保健）の定義を1）労働条件に起因する健康危害を予防すること、2）健康に不利な諸条件
から雇用中の労働者を保護すること、3）労働者の生理学的および心理学的特徴に適合する職業環境に労働者を配置し、健康を維
持すること、4）これを要するに「仕事の人間への適合と、人間の仕事への適応を図ること」、としている33）。
　つまり、産業保健は従業員と管理者双方にアプローチし、働く人々の能力が十分に発揮できるように職場環境と作業方法を改
善し、身体的、精神的および社会的健康が維持・増進するように支援活動を行っている。この際、安全・衛生管理者を中心とし
て職場巡視を行い、問題点を安全・衛生委員会で議論し、評価と改善のPDCAサイクルを回すことで、多くの資源を要さずに効
率的な改善を図ることを可能にしている34）。
　したがって、産業保健の視点から支援マニュアルを作成すれば、多くの資源を要さずに包括的な支援が可能となり、介入方法
としてはMulti-Component→産業保健の５管理、Face to Face の介入→職場巡視によるOJT（On the Job Training）、Dyad（患
者、介護者の組）への介入→衛生委員会を中心とした活動、という考え方で対応が可能になると考えられる。そして、訪問看護
師を安全・衛生管理者と考えれば、訪問看護師を中心とした支援体制を構築し、評価と改善のPDCAサイクルを確立することで、
既存の支援サービスを有効かつ効率的なものへと改善することができると思われる。
　そこで、産業保健の枠組みを採用し、訪問看護師を中心とした効率的かつ包括的な支援体制の構築を目的として、認知症者と
介護者双方に対する支援マニュアルの開発を行うことにした。

【目的と作成方法】
1 . 目的　
　訪問看護師が実際の現場で利用でき、1） 家庭内介護の標準化と質の向上、評価と改善のPDCAサイクルの確立、2） 認知症者と
介護者のQOLの向上、3） 訪問看護師の職務満足度の向上、が可能となるような支援マニュアルを作成する。そして、認知症者と介
護者双方に対する訓練プログラムを簡便に作成できるツールを提供する。
2 . マニュアルの作成方法
　理論的枠組みとしては、産業保健の枠組みを採用した。家庭を零細事業所とみなし、従業員に認知症者がいると考え、訪問看護
師は産業保健スタッフ（安全・衛生管理者を兼ねる）として従業員への支援を行うこととした。支援の目的は「事業（家庭生活）を維
持・発展させ、従業員（家族）の満足度を向上させること」とし、実際の業務は５管理（統括管理、作業環境管理、作業管理、健康管理、
衛生教育）に従って行ない、メンタルヘルス対策や事業場外資源との連携なども実施するものとした。
　これまでに報告された各種マニュアル36-43）を参考にし、産業保健の枠組みに従って35）支援マニュアルを作成した。作成したマニュ
アルが実際の現場で使用可能かどうか、訪問看護師3名に1ヶ月間使用してもらい、マニュアルの構成、使いやすさなどに関して調査
を行った。評価項目は、わかりやすさ、正確さ、使いやすさ、探しやすさ、読みやすさの5項目とし、フォーカスグループミーティング
の形式で約1時間議論してもらい、議論を要約してグループの意見とした。この意見を基に、改善可能な箇所の修正を行った。

【結果】
１．マニュアルの作成　
　産業保健の5管理に基づいて支援マニュアルを作成し、構成としては全部で7章とした。衛生教育については、多くの教材が発表
されているため、今回のマニュアルでは省略した。
　第1章は訪問看護師の役割とし、産業保健の枠組みからみた訪問看護師の役割について記述し、産業保健の5管理（統括管理、作
業環境管理、作業管理、健康管理、衛生教育）について簡略に説明を加えた。
　第2章は統括管理とし、ケアプランの作成 → プラン実行の支援 → 結果の評価 → ケアプランの修正というPDCAサイクルを継
続するための手順を示した。また、月一回の職場巡視の方法、衛生委員会（チーム会議）の開催方法などについても記述した。
　第3章はコミュニケーションであり、コミュニケーション障害の特徴について、認知症の重症度別に示した。コミュニケーショ
ン戦略としては、1）言語による会話、2）非言語コミュニケーション（ボディーランゲージ）、3）環境の利用、4）コミュニケーション
ツールの利用、の4項目に分けて説明した。さらに、コミュニケーションの準備と実際におけるコツを列挙し、ライフストーリーと
メモリーブックについても記述した37）,44）。
　第4章は作業環境管理とした。認知症者は判断力が低下するので、居心地がよく安全な環境が必要となる。主要な課題は安全の
確保、作業負担の軽減、個人的・社交的事項の3つであり、課題毎に確認すべき項目を示した。必要な項目を簡単にチェクできるよ
うに、チェックリストを用意した。
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表1　アメリカの主要な非薬物的介入研究

　第5章は作業管理とし、5-1職務分担表の作成と5-2 ADLへの支援の2項に分けた。職務分担表の作成については、作業能力に応
じた作業を行うように、家族間の業務分担を見直すための方法を説明した。さらに、衛生委員会（チーム会議）や家族会議でファシ
リテーター役を務めるための方法についても記述した。ADLへの支援については、作業環境の調整と作業方法の効率化の方法を
説明した。作業方法については、1）日課を確立し、一貫した対応をする、2）課題の複雑さを考慮する、3）課題を実行するのに最も
適した支援方法を考える、4）キューを効果的に使う、の4つに分けて記述した。
　FAST （Functional Assessment Staging）45）の重症度別（4の軽度から7の高度まで）にADL（日常生活動作）に対する個別ケアプラ
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ンを簡単に作成できるように、雛形となる基本ケアプランを用意した（表2～5）。ケアプラン表はA4の見開きとし、現在の対応方
針が一目で分かるようにした。基本項目は介護者の役割、作業環境、作業方法、食事、トイレ、入浴、着替え、余暇活動とした。追
加項目は、口腔ケア、整容、料理、睡眠、運転、医療機関への受診などから、適宜選択できるようにした。さらに、食事、トイレ、入浴、
着替え、余暇活動、口腔ケア、整容、料理、睡眠、運転、医療機関への受診について具体的なヒント集を作成し、その中から選択し
て個別プランに追加できるようにした。
　第6章は健康管理とし、6-1 認知症者と6-2 家族の2項に分けた。認知症者については、規則正しい生活、適切な食事と運動、服薬
管理の方法について説明した。高齢者が陥りやすい便秘、脱水、発熱、慢性疾患の悪化に対する予防法についても説明した。家族
については、規則正しい生活、適切な食事と運動、定期健診・がん検診のスケジュール作成、慢性疾患のコントロールの方法につ
いて説明した。介護者が陥りやすい疲労、腰痛の予防法についても説明した。
　第7章はメンタルヘルス対策とし、7-1 認知症者への対応と7-2 家族への対応の2項に分けた。BPSD（認知症の行動・心理状態）
については、認知症者の興味・関心のベクトル（ユングの外向性、内向性46））と葛藤に対する対処方法（カレン・ホーナイの攻撃的、
依存的、隔離的47））の2軸により、過敏型（外向性＋攻撃的）、依存型（外向性＋依存的）、回避型（外向性＋隔離的）、回帰型（内向性＋
攻撃的）、巻き込み型（内向性＋依存的）、閉じこもり型（内向性＋隔離的）の6種類に分類し、標準的な対応方法を説明した。定型的
な対応法で効果がない場合は、行動分析を行って個別プランを作成する手順を示し、徘徊、妄想、興奮などへの具体的な対処方法
についてヒント集を作成した。家族への対応については、認知症に対する家族の偏見を取り除く方法を説明した。さらに、周囲へ
助けを求める方法、サポート・グループの利用方法、ストレス管理、リラクゼーション、うつ状態への対処方法などについても記
述した。
2．マニュアルの評価・修正
　わかりやすさについては、写真やイラストが必要、専門用語の説明集や理論的背景の説明などがあると助かる、できれば動画が
欲しい、という意見があった。使いやすさに関しては、基本ケアプラン表は具体的で使いやすいが、個別プランに落とし込むのが
難しいので、事例をあげて具体的に例示して欲しいと全員が希望していた。BPSDでは、2軸の判断基準が漠然としているので明確
にして欲しいという意見があった。探しやすさについては、見出しをもう少し詳しくして欲しい、索引をつけて欲しいという意見
であった。読みやすさでは、具体的な記述が多く、特に読みにくいところはないとのことであった。
　以上の意見に基づき、ケアプランの事例を示し、どのように個別プランを作成するのか示すこととした。他の指摘は、今後のマ
ニュアル改訂時に取り入れることとした。

【考察】
　産業保健の枠組みを採用し、訪問看護師を中心とした総合的な支援システムを構築できるように、訪問看護師用の支援マニュア
ルを作成した。本研究により、産業保健という一つの理論的枠組みに沿って、認知症者ばかりでなく、その家族に対する総合的な
支援が可能であることが明らかになった。このマニュアルを利用する利点は、従来のシステムを大きく変更することなくサービス
の展開が可能なことにある。現在のシステムは、医療・介護・予防と各分野に分断されているが、サービスを展開していく中で各
分野を統合できるかもしれない。
　産業保健における決定権を持つ責任者は、統括安全衛生管理者である。このモデルの場合、責任者は形式的には訪問看護サービ
スの依頼人ということになるが、他の家族が実質的な決定権を持っていることも少なくない。チーム会議を開いて職務分担表を作
成する際に、最終的な決定権者を設定しておくことがシステムを円滑に動かすキーとなる。また、保険者による費用負担の問題も
ある。現在の保険制度では、介護者などへのサービス提供に対する報酬は乏しく、必要性もあまり認知されていない。将来的には、
報酬面での改善が必要となると考えられる。
　本マニュアル作成上の工夫としては、作業管理において職務分担表の作成を導入したことと、ADLへの支援において重症度別
の基本ケアプランを作成したことがあげられる。また、BPSD対策において6つのタイプに分類して標準的な対応方法を示したこと
も特徴と言えるだろう。我が国では、竹内孝仁（国際医療福祉大学教授）が3タイプ（葛藤型・回帰型・遊離型）を提唱しており43）、介
護の現場において広く支持されている。ただし、この分類には1）理論的背景がない、2）分類のための客観的基準がない、3）妥当性
の検証がなされていない、という難点がある。今回の分類は3分類を拡張した形になっており、理論的背景は有しているが、分類基
準が不明瞭で妥当性も不明という点はまったく改善されていない。今後の課題となるだろう。
　作成の留意点としては、できるだけ平易な言葉で具体的な記述を行うように心がけた。また、誰でも簡便に使えるように、チェッ
ク表、ケアプラン表など、できるだけ雛形となる書式を準備した。しかし、まだまだ不十分であり、聞き取り調査で明らかになっ
たように、写真やイラストを追加し実際の運用をイメージできるように工夫して、使いやすさや理解しやすさについて改善する必
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表2　基本ケアプラン表（5中等度　左ページ）
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表3　基本ケアプラン表（5中等度　右ページ）
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表4　基本ケアプラン表（6やや高度　左ページ）
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表5　基本ケアプラン表（6やや高度　右ページ）
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要がある。また、認知症に対する薬物療法との連携についても記述して、かかりつけ医等との連携の重要性を強調すべきだろう。
さらに、介護者の能力や特性を評価し、それに応じた支援方法を示すことができれば、マニュアルはさらに効果的なものになるだ
ろう。しかし、介護者の特性に関する研究は少なく、本マニュアルでも介護者に対する個別の配慮はなされていない。介護者の能
力を最大限に引き出すため、将来的にはマニュアルに追加すべきだと考えられる。
　今後の課題として最も重要な点は、本マニュアルを使用して実際に効果があるかどうか検証することである。予備研究を行っ
てマニュアルを改訂した上で、介入研究を行って有用性を確かめる必要がある。評価指標を設定し、Delayed Intervention RCT 

（Randomized Controlled Trial） を行う予定にしているが、当院のみでは対象者の獲得が不十分となるため、多施設合同での研究
を予定している。
　次に問題となる点は、訪問看護師の研修体制である。マニュアルに沿った対応ができるように、訪問看護師の研修を行う必要が
ある。現在すでに認定看護師の研修制度があり、認知症の分野も研修が行われているので、その中に取り入れてもらって実施する
のが一番効率的と考えられる。認定看護師の数が増えてくれば、BPSDへの対応が困難な事例に対して個別に指導できる体制づく
りも可能となるだろう。
　最後に、今後ますます増加する単身生活者の問題について検討する。本研究の方法論では介護者がいない場合は対応が難しい。
支援できる家族が遠距離にいる場合は、ICT （Information and Communication Technologies）を有効に活用することで、対処が可
能かもしれない。しかし、まったく身寄りがいない場合は、家庭を職場とみなすフレームワークは適用できない。地域を職場と考
え、地域の事業が維持・発展できるように支援するという新たな理論的枠組みが必要であり、地域の全ての人々を対象とする公衆
衛生看護学を融合させることになるだろう。こう考えると、地域包括支援センターの看護師を中核としてチームを作ることが一番
効率的と考えられるが、現在のマンパワーでは実施は無理であり、早急な対応を迫られていると思われる。また、現在の成年後見
制度においては、財産の保護が主体で身上監護の機能はほとんどないため、成年後見制度の改善も図らなければならないと考えら
れる。
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地方創生と日本版CCRC・姶良JOYタウン構想
髙田　和美1）2）、窪田　昌行3）4）、末吉　保則2）、笹原　利孝1）2）

宮崎　浩二1）2）、中村　真之2）、髙田　昌実2）、馬場園　明4）5）

Japanese CCRC Aira JOY Town Vision for Regional Revitalization
Kazumi TAKATA1）2）  Masayuki KUBOTA3）4）  Yasunori SUEYOSHI2）  Toshitaka SASAHARA1）2）

Kouji MIYAZAKI1）2）  Masayuki NAKAMURA2）  Masachika TAKATA2）  Akira BABAZONO4）5）

【はじめに】
　我が国は2008年に人口のピークを迎え、人口減少時代に突入しており、人口は急速に減少することが予測されている1）。さらに、
最近の統計によれば日本の出生率は9年ぶりに低下し、地方から東京への人口流入も続いている2）。その結果、地方では人口減少が
進行し、地方の消費回復は大都市圏に比べ遅れているなど、地方経済をめぐる環境は容易ではない状況であり、地方創生への道の
りは厳しいものがある3）。
　政府はその対策として、「人口減少・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し政府一体となって取り組み、各地域が
それぞれ特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるように」するために、平成26年9月3日、内閣にまち・ひと・しごと創
生本部を設置し、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を策定した4）。こうした認識に基づき策定される「まち・ひと・しごと
創生基本方針2015」においては、将来にかけて①「人口減少問題の克服」、②「成長力の確保」を図ることを目指し、「地方創生の深化」
に取り組んでいくことが基本方針となり、この平成27年6月12日、「ローカル・アベノミクスの実現に向けて～まち・ひと・しご
と創生基本方針・検討チーム報告書」が発表された5）。　
　本論では、まず地方創生における日本版CCRCの位置づけ、および背景と現状について説明する。次に、政府の日本版CCRC構想
のモデルとなった米国のシニアコミュニティを紹介する。最後にまち・ひと・しごと創生本部の日本版CCRC有識者会議の中で日
本版CCRC関連の構想・取組の整理のための参考事例として紹介された「日本版CCRC姶良JOYタウン構想」の取り組みと現状に
ついて紹介する6）,7）。 

1．地方創生と日本版CCRC
1 -1　生涯活躍のまち～日本版CCRC構想
　まち・ひと・しごと地方創生には、図1に示すように、3つの視点と、4つの目標がある。すなわち、地方創生の目標を達成するために、
地方それぞれの人口動向、産業実態を踏まえ、それぞれ特色に応じた「地方版総合戦略」を2015年から2019年度にかけて策定するこ
とになっており、4つの基本目標がある。その内容は、①地方における安定した雇用を創出する、②地方への新しいひとの流れをつく
る、③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④時代に合った地域をつくり、安全な暮らしを守るとともに、地域と地域
を連携する、である。この基本目標達成の施策の一つに「『日本版CCRC』の検討、普及」が取り上げられた3）,5）。ちなみに、政策の中で
は、CCRC （Continuing Care Retirement Community）について、「米国では高齢者が移り住み、健康時から介護・医療が必要となる
時期まで継続的なケアや生活支援サービス等を受けながら生涯学習や社会活動等に参加するような共同体」と言及されている。日本
版CCRC構想は、4つの目標の一つ「地方への新しいひとの流れをつくる」を実現する施策の中の一つに取り上げられ、地方創生の重
要課題のひとつとして注目をあびてきている。3）

1）　株式会社ＪＯＹ 
JOY Corporation
〒899-5241 鹿児島県姶良市加治木町木田4714
4714 Kida, Kajiki-cho, Aira-shi, Kagoshima, 899-5241 Japan Kajikionsen 
Hospital
2）　医療法人　玉昌会　法人本部
Medical Corporation GYOKUSHOUKAI
〒892-0822 鹿児島市泉町2番3号そうしん本店ビル4F 医療法人 玉昌会 法人本部
3F Soushinhonten Bldg.2-3 Izumi-cho, Kagoshima-shi, Kagoshima,892-0822 
Japan Medical Corporation GYOKUSHOUKAI

3）　株式会社CCRC研究所
Institute of CCRC Co,Ltd.
4）　医療福祉経営マーケティング研究会
The Society of Health Care Management and Marketing
5）　九州大学大学院医学研究院医療経営・管理学講座
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
Scholl of Medical Sciences, Kyushu University
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図1　地方創生の3つの視点と4つの目標

　さらに、本年６月１日、日本版CCRC構想中間素案が発表され、その中で、日本版CCRC構想が目指すものは、「東京圏をはじめ
とする高齢者が、自らの希望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな生活を送るとともに、医療介護が必
要な時には継続的なケアを受けることができるような地域づくり」としている6）。日本版CCRCと従来の高齢者施設との基本的な
違いについて、次の3点が述べられている。第一に、従来の施設は、高齢者が要介護状態になってからの入所・入居が通例であるの
に対して、日本版CCRCは、高齢者が健康な自立した段階から入居し、できる限り、健康寿命を長くすることを目指している。第二
番目として、従来の施設等では、あくまでもサービスの受け手として「受け身的な存在」であった高齢者が地域の仕事や社会活動、
生涯学習に積極的に参加する「主体的な存在」に位置づけられている。第三番目には、地域社会への開放性であり、本構想では、高
齢者が地域社会に溶け込み、地元住民や子供・若者などの多世代との交流・共働する「オープン型」を目指している。このように
人口減少が進む地方・地域では長年に渡って整備されてきた医療介護サービスが多く存在し、都市圏からの高齢者の移住等により、
それらの医療介護資源の活用や雇用の維持が図られる点で、日本版CCRCの意義は大きい。
　日本版CCRC構想の基本提言のポイントについて図2に示す7点があげられており、日本版CCRC構想の入居者の具体像として、
①東京圏をはじめ大都市の高齢者の地方移住者と地方在住で住み替えを希望する高齢者、②健康自立高齢者、③高齢者に限らず幅
広い年齢層、④その他が対象となることを提示している6）。できる限り多くの高齢者が利用できる目安として、本構想では、厚生年
金の標準的な年金額21 .8万円の高齢者夫婦世帯が入居できる費用モデルを基本としつつ、富裕層も想定した多様なバリエーショ
ンも可能にすると、提示している。
　これらを踏まえて、有識者会議が示す7つのほかにプラス４つのポイントとして、A.地域包括ケアの交流拠点の提供、B.予防医
療・健康支援モデルの確立、C.経営の安定性の確保、D.資産も活用した多様な費用モデルの提供が今後の課題になると思われる。

（表1参照）我が国では、いままで予防・健康支援を中心とした自立型住まいがほとんど整備されておらず、団塊の世代が後期高齢
者となる2025年までにそれらを整備し、高齢者の最終ステージにおける生き方の選択肢を増やす意義は大きいものと考える。

表1　日本版CCRCの7つの基本コンセプト

 

表2　日本版CCRCに関連する取組・推進の意向について
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　内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が実施した「日本版CCRCに関する意向等調査」の結果を表2に示す。現時点で、地
方公共団体の11 .3％の202の自治体が、推進したいという意向を示し、地方総合戦略へ75の自治体が日本版CCRCを盛り込む予定
とのことである。
　現在、日本版CCRCは、大型施設を考えるもの、小規模自治体全体で担う街ごとCCRC、大学との連携を中心に考えるもの、予防・
健康を中心とした医療モデル等、様々なモデルが検討されつつあり、それぞれの地域、自治体で地域の資源、特性に合った高齢者
の希望を実現するCCRCの実現を目指している。
1 -2　11の参考事例とJOYタウン構想
　平成27年6月12日に発表された、「ローカル・アベノミクスの実現に向けて～まち・ひと・しごと創生基本方針・検討チーム報
告書」の中では、地方経済の実態に言及しており、地域経済活性化、地方創生のために、地方に人材と資金を呼び込むような、生産
性の高い、活力のある産業をそれぞれの地域で再形成していくことが緊急の課題となっている5）。その中で、若者や働き盛りの人
材にとって、地域独自の魅力ある職場を生み出すことによって“ローカル・アベノミクス”（アベノミクス地方戦略）というものを
浸透していく方針であり、ローカル・アベノミクスには具体的な3つの基本戦略がある。すなわち、①「稼ぐ力」を引き出す（生産性
の高い、活力にあふれた地域経済の構築）、②「地域の総合力」を引き出す（「頑張る地域」へのインセンティブ改革）、③「民の知見」
を引き出す（民間の創意工夫・国家戦略特区の最大活用）である。3つの基本戦略のそれぞれの主要施策は「稼ぐ力」については、日
本版DMOである。ちなみにDMOとは、Destination Management/ Marketing Organizationの略で「さまざまな地域資源を組み合
わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・SNS等を活用した情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略
策定について、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体の創設」となっている。「民の知見」については、「地方創生特区」
であり、そして「地域の総合力」では、私どもが取り組んでいる日本版CCRC構想の実現となっている5）。
　日本版CCRC構想は、いまや地方創生の大きな柱となり、6月に「日本版CCRC構想素案（概要）」が発表された後、内閣府では有識
者会議を中心にその骨組み、地方での進め方も議論が深耕し、7月3日の第6回日本版CCRC構想有識者会議では、「日本版CCRC関
連の構想・取組を整理するに当たって参考とした事例」が全国から11事例が選ばれた。その11事例を表3に示すが、既に運営が開始
されている先進事例が3箇所、地方版総合戦略に盛り込む予定の地方公共団体の構想が8例となっている。その一つに、鹿児島県姶
良市（医療法人玉昌会）の私どもが研究を進めてきたJOYタウン構想が取り上げられた7）。

2．米国の２つのシニアコミュニティ
2 -1　アクティブシニアコミュニティとCCRC
　日本版CCRC構想の日本名称を検討していた有識者会議は8月25日、その名称を「生涯活躍のまち」と定めた8）。「生涯活躍のまち」
構想の定義は、「東京圏をはじめとする地域の高齢者が、希望に応じ地方や“まちなか”に移り住み、地域住民や多世代と交流しな
がら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づくり」を目指すものであると
した。政策的には地方移住の流れの推進が主要な意義となっているが、当初の基本構想と比較して、新しい定義には、東京圏から
だけの移住ではなく、地域の移住が追加されたことは、現実的といえる。また、政府は東京圏の50歳代、60歳代の人々を地方移住
してもらおうという方針であるが、これらの人々と医療介護ニーズの高まる75歳以上の高齢者の移住への希望は異なり、それぞれ
の希望に合った移住の仕組みが必要であると考える。

 
 
 
 
 
 
 

表3　日本版CCRC関連の構想・取組を整理するに当たって参考とした事例

　日本が、「生涯活躍のまち構想」のモデルとしている米国には、二種類のシニアコミュニティが存在する9）,10）。すなわち、55歳以
上から移住し、退職後は好きなことをして人生を楽しむ、アクティブ・リタイアメント・コミュニティ（Active Adult Retirement 
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Community）と地方創生で取り上げられたコンティニューイングケア・リタイアメント・コミュニティCCRCである。アクティブ・
リタイアメント・コミュニティ（以降ＡＲＣと略す）とCCRCの主な違いを表4に示す。ARCのコンセプトは、退職後好きなことを
して人生を楽しむことであるが、CCRCでは、ヘルスケア（医療・介護）サービスの提供が前提とされ、安心・安全な生活がコンセ
プトとなっている。一般的にARCの対象年齢は55歳から79歳であるが、CCRCは80歳以上である。そして住まいの種類は、ARCが
戸建て住宅中心であるのに対し、CCRCは集合住宅中心である。

表4　ARCとCCRCの違い

 

図2　米国における二段階の移住

　ARCは「55＋コミュニティ」とも呼ばれ、起源は1960年に遡り、不動産会社のデル・ウェブがアリゾナ州の砂漠の真ん中に高齢
者だけが住む人為的な町“サンシティ”を開発したことに始まる11）。サンシティは高齢者が主体となって住む町というコンセプトを
代表した呼び名で、55歳以上の高齢者が住むことができ、現在の人口は38 ,309人である。ARCは戸建ての住宅群に、ゴルフ場、テ
ニス場、ボウリング場、スポーツ公園のほか、病院、協会、図書館、ショッピングセンターなど一つの町としての機能が整えられて
いる。ここではそれらの施設で働く若者に交じって住んでいる高齢者も働いている。近隣にはアリゾナ州立大学があり講義を受講
でき、生涯学ぶ環境も整っている。デル・ウェブはこうした高齢者の町を全米各地に8カ所建設した。ARCには、生活支援、医療介
護サービスはなく、不動産中心の事業といえる。

 

表5　米国のARCの多い州（上位10州）

　ARCは、現在全米に1,332カ所あり、約80万戸の戸建て住宅がある。表5に全米でARCの多い州を10位まで整理した12）。ARCが一
番多いのはフロリダ州で253カ所、その中でも一番大きい規模のARCは56 ,268の戸建て住宅がある“The Villages”（1978年から開発）
である。二番目がニューヨークに隣接するニュージャージー州で205カ所であり、例えばニューヨークで働くホワイトカラーの定
年後の移住先として多くのARCが存在しているのではないかと推測される。3番目に多いのが、CCRCが全米で一番多く整備され
ているペンシルバニア州でARCが114カ所ある。次にカリフォルニア州が4番目で110カ所、そしてARC発祥のアリゾナ州は5番目
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で88カ所が整備されている。ARCのコミュニティの規模は、表2に示すように5万世帯以上の巨大なものから、50世帯程度の小さな
ものまで多様なARCがあり、平均規模は約600世帯である12）。
　図2に示すように、米国の高齢者コミュニティへの地方移住は二段階である。第一段階は、主に60歳代で自宅からARCに移り住
み、ゴルフ、釣り、山登り、または娯楽、学習を楽しみながら、夫婦で人生を楽しむものである。一方、第二段階目は加齢と共に配
偶者の死別、健康状態の悪化などにより、生活支援、介護が必要になった80歳代前後でCCRCに移住する二種類である。米国の二
種類の高齢者コミュニティには戸建て住宅、集合住宅など多種多様な自立型住まい（Independent Living ）が整備されている。
　一方、我が国は“自立型住まい”という意識、コンセプトがなく、自立型住まいが殆ど整備されていないのが現状である13）。その
ような中で、東京圏の高齢化の受け皿として、「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想が推進されており、50歳代、60歳代、80歳代
の地方移住が課題となっているが、50歳代の人の地方移住と、80歳代のものとは目的、希望が異なっており、日本版CCRCを開発
構築していく中では、米国のCCRCとともにARC（55+コミュニティ）も研究、参考にしていく必要があると考える。

2－2　CCRCの特色
　我が国には、夫婦のつれあいに先立たれて毎日の生活が何かと不安・不便になったとか、足腰が悪くなり家の中は段差が多く、
転倒・骨折するのが心配とか、もの忘れが多くなり、認知症になるのが不安、といった人々が必要なサービスを受けて、自立支援
を受けて生活できる住まいのシステムが殆どない。そのため、病気や障害をもつようになると、住み慣れた地域を離れて、病院や
施設で暮らすことになる。
　高齢者が病気や障害により、病院や施設に移動し入院・入所することによって、“トランスファーショック”が起こることが知ら
れている。トランスファーショックとは「適応能力が低下した高齢者の環境が大きく変化すると精神的な落ち込みが起こる現象」
である13）。そのため、活動が低下し、認知症が進行したり、孤独に苛まれて悲しむことになったりする3）。　　
　アメリカには、高齢者の自立と尊厳を守り、継続したケアを提供することを重要な運営方針とし、予防・医療・介護サービス
を統合した包括的なサービスを提供し、高齢者が自立して、健康に、楽しく、快適に暮らせるCCRC（Continuing Care Retirement 
Community）という「自立型住まい」を中心とした総合的なサービスを提供するシステムがある13）。CCRCを直訳すると、「継続し
た生活支援・健康支援・医療・介護サービスを提供する高齢者の生活共同体」となる。体力や記憶力が衰えていく高齢者に対し、
同じ場所で、最期まで継続したケアが提供できるCCRCは高齢者が環境を変える必要がなくなるので、トランスファーショックを
防ぐことができ、日本でも必要なシステムである。
　CCRCは、1900年には宗教系のものを中心におよそ、20ヶ所しかなかったそうであるが、1970年代から急速に増え始め、その後
アメリカ中に普及し、2007年には、全米に1,861ヶ所、74万5000人が居住していると報告されている。CCRCは、広いキャンパスに
住宅や各種サービス施設が点在する郊外型から、市街地のビルの中にある都市型までさまざまな形態がある14）,15）。
　図3に示すように、CCRCには「自立型」、「支援型」、「介護型」の3種理の住まいがある13）。そして、3種類の住まいでは、それぞれ
のニーズに応じて、ハード、ソフトが、尊厳の遵守、自立支援を目標に設計されています。居室の広さは、平均的に「自立型」（1寝
室タイプ）が65 .1㎡、「自立型」（1ルームタイプ）が41 .9㎡　、「支援型」が30 .5㎡、「介護型」が、22 .3㎡となっている。CCRCの平均
規模は「自立型」215室、「支援型」47室、「介護型」77室、計339室となっている16）。
　CCRCのソフト・サービスについては、図4に示すように老化していくニーズに応じて、認知症予防、医療サービス、生活支援、
介護支援などが総合的に提供されている13）。すなわち、入居者は、自立して生活できる段階から、特別な看護・介護サービスが必
要な段階、そして人生の終末まで同じコミュニティ内で生活できる。
　CCRCの入居者は、住まいとサービスの提供を受けるために、入居一時金と月々の利用料を支払う。入居一時金、月々利用料金
は、医療・介護サービスの利用方式によって異なる。一般にCCRCでは、居室費用は一時金で支払い、住み慣れた家を売却して、そ
の資金を入居一時金にあてられる。そして、退去後は入居一時金が返還される仕組みが整っており、このためアメリカでは、多く
の高齢者がCCRCに入居でき、一時金返還システムはCCRCが普及している大きな理由の一つだと思います。
　CCRCに入居する時点の平均年齢については、「自立型」が79歳、「支援型」が85歳、「介護型」が84歳となっている。また、自立型
住まいには、79歳から86歳までおよそ7年間生活するのが平均的な姿である。男女比については、「自立型」では女性が70％、男性
が30％となっており、「支援型」、「介護型」の男女比は「自立型」に比べて女性が多く、約77％となっている16）。
　わが国はこれから団塊の世代が後期高齢者となる2025年を目標に、地域包括ケアシステムの構築を、医療・介護・福祉が一体と
なって実現していくことを目指している17）。一方、その実現のための医療・介護資源、および財政資源は限られており、それらの
限られた資源をいかに効果的、効率的に活用していくかが、わが国の大きな課題となってきている。高齢者の老化につれて変化し
ていくニーズに対して、尊厳を守り、最期まで自立支援する様々なサービスを提供する仕組みを持つCCRCモデルは、日本でも高
齢者の生活の質、人生の質の向上に大きく貢献するものと思われる。
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図3　CCRCの3種類の住まい

図4　CCRCのハードとソフト

2-3　CCRCの導入効果と日本版CCRCの意義
　米国は、日本のように、皆保険医療・介護制度がない中で、人生の最終ステージにおける医療介護（ロングタームケア）、および最
終ステージの生き方を自己責任に任せられており、一方、皆保険制度を維持する日本においても、社会保障制度改革が進行する中で、
これからは自己責任によって、自分の最終ステージの生き方を自己決定していく必要がある。すなわち、日本は超少子高齢化が加速
していく中で、社会保障費の増加を抑制する方向で、医療介護の自己負担の割合は高くなること、また年金の支給も削減されていく
ことを考えれば、日本においても、自分の健康、最期の生き方はそれぞれが責任を持つ時代に移行していくものと推察される。
　そのような中、医療・介護の心配のない環境で、できる限り自立支援できる仕組みを整備し、豊かで楽しい生活をサポートする
日本版CCRCの開発は、わが国とって重要な課題である。また、政府は、東京都市圏からの移住を日本版CCRCの第一の目標に掲げ
ているが、日本版CCRCの構築はそれ以上の意義があると考える。すなわち、図5に示すように、日本版CCRCは、厚労省が2025年
の構築を目指している「地域包括ケアシステム」の拠点を整備していくことに繋がると考える17）。すなわち、日本版CCRCをその拠
点にすることにより、なかなか整備が進まない、予防健康プログラムの開発、24時間定期巡回・随時対応型訪問サービス（介護・
看護）の構築が可能になる。その結果として、地域の要介護率が低減することが可能になり、介護費用、医療費の適正化が図れるこ
とになる。例えば、健康予防プログラムが充実している、埼玉県和光市の要介護認定率は9％強である18）。一方、福岡県では、要介
護認定率が25％を超えている地域もあり、そこで、日本版CCRCを中心に、健康予防、24時間の在宅介護・看護サービス体制が整
備されれば、要介護認定率を低減でき、多くの自立支援が可能になるのではないかと思われる。このように、日本版CCRCと地域
包括ケアシステムを両輪で構築していくことで、日本への波及効果は甚大なものがあると考える。
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図5　日本版CCRCの意義と波及効果

3．姶良JOYタウン構想
　玉昌会グループの「日本版CCRC姶良JOYタウン構想」は、医療法人が病院の移転（建て替え）と併せた一体的な整備によるCCRC
の実現可能性を検討するものであり、姶良市における地域包括ケアシステムを基盤とした「コンパクトシティ姶良」の構築に協
力していくことを目的としている。日本版CCRCについて、玉昌会グループは、九州大学の医療福祉経営マーケティング研究会と
2008年から共同研究を続けてきた19）,20）。そして構想の方向性を「高齢者医療ケアの未来～加治木しあわせの杜・高齢者健康コミュ
ニティCCRC構想」というテーマで、医療福祉経営マーケティング研究（第4巻第1号、2009年）で発表した。その中で「CCRCとは継
続したヘルスケア（医療、予防、介護）を提供するという福祉哲学に基づいて、住宅と医療と介護に、アメニティサービスを総合的
におこない、高齢者の新しいライフスタイルを提供するものであるとしている。すなわちCCRCは、高齢者の自立と健康ニーズに
対応することにより、人生の最終ステージをいきいきと、豊かに過ごすことにより、医療コスト、介護コストを最適化するモデル
として実績をあげている。このモデルを介護型療養病床の事業転換に活用していく。」と述べている。それから7年が経過し、地方
創生の主要施策としてCCRCが注目され、医療法人玉昌会は、新たな視点を加え、日本版CCRC姶良JOYタウン構想としてビジョン、
コンセプトをまとめ直した。その内容が内閣府のまち・ひと・しごと創生本部のホームページの有識者会議資料としてアップさ
れた資料を図6に、イメージおよび敷地計画を図7に示す。
　厚生労働省は、本年7月30日に日本人の平均寿命（2014年）を公表し、男性が80 .50歳、女性が86 .83歳となり、男性の平均寿命が80
歳を超えるのは、2013年からで2年目となり、最近では、健康寿命を延ばすことの重要性を強調している2）。健康寿命とは、寿命を
全うする間、どれだけ健康な期間があるかという年齢であり、寿命から介護（自立した生活ができない）の年数を引いた年である。
平成22年の「健康日本21」の資料によると男性の平均寿命が79 .55歳であるのに対し、健康寿命は70 .42歳、女性は平均寿命86 .30歳
であるのに対して73 .62歳であった。
　米国CCRCの理念は、健康寿命を伸ばし、QOLの高い、自立し継続した生活を提供することである。従って、日本版CCRCの目的
も「地方移住」だけではなく、移住した高齢者に自立した段階から健康予防、医療と介護の心配のない環境を提供されることによ
り、一人ひとりの人生の継続性を尊重し、自立支援に最大の関心を払うことにより、健康寿命を延ばし、豊かな人生を送ってもら
うことを考えていくことが重要である。
　加治木温泉病院は、鹿児島県姶良市に所在する一般病床、回復期リハ病棟、医療療養病床、介護療養病床をもつ350床のケアミック
ス医療であるが、今年7月に一般病床を地域包括ケア病床に転換し、姶良市の地域包括ケアシステムの構築に寄与していく体制を強
化した21）。研究を開始した2008年当時の医療の課題は、介護療養病床の廃止に伴う病床の転換であり、医療と介護を一体的に提供し、
医療コスト、介護コストを最適化していくモデルを介護療養病床の事業転換に活用していく将来構想を模索してきた。しかし、社会
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保障改革が進むなかで、医療・介護政策が「病院完結型」から地域全体で支える「地域完結型」へ移行し、さらに2010年には地域ごとに、
医療・介護・予防に加え、継続的に生活支援サービスや住まいも提供される地域包括ケアシステムの構築が提唱され、医療介護のパ
ラダイムシフトが起こった（図8参照）。これらを鑑み、JOYタウン構想は医療･介護に加え、健康予防、多世代交流、そして東京圏から
の地方移住を加えた地方創生を基軸に構想を見直す必要があり、計画を日本版CCRC姶良JOYタウン構想として再構築した。

図6　日本版CCRC姶良JOYタウン構想

 

図7　JOYタウンの敷地利用計画
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　JOYタウンの立地条件は、厚生年金福祉施設サンピアあいらの建物跡地（約12 ,000坪）を活用するものであり、本構想は、姶良市
のコンパクトシティ構築に寄与すると共に、「住まい」、「医療」、「介護」、「健康予防」、「教育」を総合的に提供し、東京圏および
地域からの「移住」の受け皿となることを目的とする。多世代の新たな住まい、人生のあり方という観点から、①希望に満ちた暮ら
しができる環境、②歳を重ねる事にワクワクできる環境、③可能な限り主体的に人生を送れる環境が、活気を生み出し、定住、交
流人口の増加へと流れに変化を起こせるのではないか、と考える。元気な人から医療介護が必要な人をも含む全ての人々が、自分
の人生を堂々と歩み、その人らしい尊厳を持てる場を提供するなど、JOYタウン構想には、多くの想いと願いが込められている。
　もし、JOYタウン内で病気になっても近隣の医療機関が連携し、介護サービスが必要になってもJOYタウン内の介護施設、在宅
サービスを活用し、住み慣れた場所で、人生の最期まで生活を継続できるように地域包括ケアシステムの拠点環境を整備していく
ものである。
　さらに、JOYタウン構想の未来へのコンセプトとして、「ヒューマンライフライン」という概念を考えている。ライフラインは、
エネルギー、水、交通、情報など生活に必須なインフラ設備を表す言葉であるが、ヒューマンライフラインとは、地域の小児から
高齢者の多世代の方々や障害を持つ方々への、医療、予防、介護、福祉、住まい、教育、生きがい、就業の機会を総合的にサポートし、
人生を豊かに暮らすための希望、夢までも含むコンセプトとして実現していきたいと考えている。

図8　加治木温泉病院の病棟構成の推移と未来

おわりに～JOYタウン構想の実現に向けて
　JOYタウン構想は、加治木温泉病院の新築移転を軸に検討してきたが、思うようなスケジュールで進まなかった原因として、こ
の間、3年に一度の介護報酬改定が2009年から3回、2年に一度の診療報酬改定が2010年から3回あり、さらに2010年には、地域包括
ケアシステムの構築が提唱され、政策制度の変化が大きく影響したためである。さらに、2014年から地域医療構想（ビジョン）の中
で、病床機能報告制度が始まり、今後10年間で20万床を削減する案と在宅での医療・介護体制30万人目標が提案された22）,23）。鹿児
島県は全国で一番の病床削減数で1万7百床（現状の35％）削減が示された。このような時代と政策の変化の中で、JOYタウン構想の
枠組みは方向性が定めにくく、事業収支が組めない現状があったからである。
　しかしながら、この度の政府の日本版CCRC構想の後押しもあり、本計画は日本版CCRC姶良JOYタウン構築の実現に向けて動
き出す契機となったといえる。9月には、米国現地でのCCRCの視察研修も終え、これからJOYタウンを実現するための6つの要素
が整理できたといえる。すなわち、①明確な理念の構築、②住いとしての3種類の住まいの検討、③4つのプログラムの構築、④経
営主体の検討、⑤経営システムの構築、⑥経済的負担の軽減策である。この6つの視点を通して、入居対象者のセグメントの分類、
対象シニアの絞り込み、およびJOYタウンの優位性を踏まえたマーケティング手法により、3種類の住まいの数、広さ、仕様、料金
体系、サービスの内容等について、産学官で検討を重ね、工程表とKPIを決めてJOYタウン構想の実現に向けた取り組みを推進す
ると共に、前述した人生のライフライン～ヒューマンライフラインの構築、実現にむけて、計画を進めていきたいと考える。
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鹿児島姶良地区ケアミックス病院での地域包括ケア病棟取得に向けての取り組み

中村　真之1）2）、渡辺　純子1）2）、東郷　尚子1）、山元　直子1）、小川　浩一2）、坂元　真一1）

小湊　裕一1）2）、佐久間　弘匡1）2）、髙田　昌実1）2）、窪田　昌行 3） 4）、馬場園 明4）5）

A strategy to acquire the certificate of the community-based care ward in the 
mixed-care hospital in Aira City, Kagoshima Prefecture

Masayuki NAKAMURA1）2）  Junko WATANABE1）2）  Shoko TOGO1）  Naoko YAMAMOTO1）

Kouichi OGAWA2）  Shinichi SAKAMOTO1）  Yuichi KOMINATO1）2）  Hirotada SAKUMA1）2）

Masachika TAKATA1）2）  Masayuki KUBOTA3）4）  Akira BABAZONO4）5）

1  はじめに
　加治木温泉病院は鹿児島県姶良市に所在する地域包括ケア病棟，回復期リハ病棟，医療療養病棟，介護療養病棟をもつ350床の
ケアミックス病院である1）,2）。また近隣には複数の在宅施設を有し，回復期リハから在宅までのシームレスなケアを整備する地域
包括ケアシステムの構築に取り組んで来た3）,4）。
　2014年度診療報酬改定に伴い，姶良・霧島地区の急性期病院での治療後の回復期リハから在宅までのケアを担うために，在宅復
帰強化加算病棟取得や回復期リハ病棟入院料1の施設基準を取得した。しかしながら，この診療報酬改定では病床数の削減が目的
とされており，他医療機関と同様に入院稼働率を維持することが難しくなっている。とりわけ，一般病棟60床の稼働率低下が著し
く，病床再編をしなければ目標稼働率を達成することができないと考えた。そのため，本研究では，病棟のベッドコントロールの
あり方を見直し，入退院支援チームとして入院患者確保のために活動したので，その内容について報告する。

2014年度診療報酬改定について
　2014年度診療報酬改定では，基本方針の重点課題として，「医療機関の機能分化・強化と連携，在宅医療の充実等」が焦点とな
り，急性期病棟の絞り込みや地域包括ケア病棟入院料の新設など，病床の機能分化と連携の強化へ向けた施策が数多く盛り込まれ
た5）6）7）。その中でも今回の改定の大きな変化の一つが「在宅復帰率」である。一般病棟7対1入院基本料の施設基準には，自宅等退院患
者割合75％以上という高い数字が課せられた。そこでの「自宅等」の定義として，介護老人保健施設に関しては，在宅強化型または在
宅復帰・在宅療養支援機能加算届出施設に限定された。また，療養病棟では，在宅復帰機能強化加算届出病棟に限定された。しかも，
在宅復帰機能強化加算の施設基準にも，在宅復帰率（50％）が課された。つまり，急性期の7対1病棟から，病棟，施設を経ながら，最終
的には「在宅」に収束させるための制度設計になっていることになる（図１参照）5）。
　今回の改定のもうひとつの大きな特徴が，急性期後や回復期の機能を担う病床として，地域包括ケア病棟入院料，地域包括ケア入
院医療管理料が新設されたことである6）。地域包括ケア病棟の施設基準としては，疾患別リハまたはがん患者リハの届出，看護配置
13対1以上，専従の常勤理学療法士，常勤作業療法士または常勤言語聴覚士1人以上，および専任の在宅復帰支援担当者1人以上の配
置，一般病棟用の重症度，医療・看護必要度A項目1点以上の患者10％以上，「在宅療養支援病院」「在宅療養後方支援病院として年
3件以上の在宅患者の受入実績」「二次救急医療施設」「救急告示病院」のいずれか，データ提出加算の届出，リハビリ1日平均2単位以
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上提供などの厳しい条件が課せられた7）。

2  

図1　2014年度診療報酬改定概要

2  対策前の現状
　昨年度はチーム医療の取り組みを行い，2つの療養病床を在宅復帰機能強化加算病棟に病床再編成し，急性期病院からの患者の受
け入れをスムーズにするために入退院支援チームを立ち上げ，2014年9月までに入院患者目標300床を達成した8）。しかしながら，その
後入院患者数が思うように伸びず，2015年3月末には286床まで減少してしまった。

図2　入院患者数の推移
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　この原因を病床別に検討したが，図3で示すように，当院の療養型病床3病棟と介護療養型病棟を合わせた236床に対しては，94.7％
から97.9％と高い稼働率で推移していた。
 

図3　その他の療養病床+介護病棟の入院患者数の推移
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　そして，当院で稼働率の低い病棟は一般病棟と回復期リハビリ病棟であったが，特に一般病棟の稼働については，2014年9月末で
42床に対して，2015年3月末には22床まで減少していた。

図4　一般病棟と回復期リハ病棟の入院患者数の推移
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　回復期リハ病棟の入院患者数が増えない原因としては，急性期病院からの回復期リハビリ病棟対象患者の紹介患者数が少ない
ことが原因となっていた。そこで，当院は2015年1月に姶良・伊佐2次医療圏では最も早く，回復期リハビリ入院料1の施設基準を
取得し，近隣の回復期リハビリ病棟との差別化を図る方針をとっている。すなわち，今後急性期病院への訪問などを密に行い，回
復期リハビリの質の高さをアピールするなど，紹介患者を増やすための取り組みが進行中である。一方，今までの一般病棟入院患
者数が減少している原因としては，急性期病院では在宅復帰率の向上が診療報酬改定で課されているために，急性期病院からの紹
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介患者が減ってきていることに加えて，一般病棟の在院日数24日を維持するために，在院日数が短くなり，ベッド稼働率が低下して
いることであった。

3  対策
　今回，この現状を改善するために，これまでの一般病棟を地域包括ケア病棟へ病床再編成することを表1の転換シミュレーショ
ンより検討した。一般病棟を地域包括ケア病棟に転換することで，在院日数が24日から60日へと長くすることができ，ベッド稼働
率を改善することが可能となることが明らかとなった。

表１　一般病棟から地域包括ケア病棟への転換シミュレーション

　また，地域包括ケア病棟には，地域包括ケア病棟入院料（入院医療管理料）1と2の2種類があり，診療報酬の高い入院料1では，在
宅復帰率70%をクリアする必要がある。3月末の段階では，直近6ヶ月の在宅復帰率が60 .0％であり，今後この在宅復帰率を70%ま
で上げて，地域包括ケア病棟入院料（入院医療管理料）1を取得するためには，毎月最低でも50名近い患者を退院させ，しかもその
うち40名程度を在宅に復帰させなければならない。さらに，単月在宅復帰率を80%程度の高い状況で3ヶ月維持しないと70％まで
上がらない。そこで今回，5月に地域包括ケア病棟入院料2を取得した後，7月に地域包括ケア病棟入院料1を取得するために，在宅
復帰率を改善するためのベッドコントロールを行った。
 

図5　地域包括ケアを支援する病棟の評価
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（1）ベッドコントロール管理表作成
　今回，地域包括ケア病棟のベッドコントロールを行う上で，管理表を作成した（図6参照）。この管理表には患者を管理していく
上で必要な情報をすべて入力できるようにし，特に医療区分や要介護度，認知度，退院レベルを記入する欄を作成することで，他
の病棟へ転棟した際の医療区分割合や要介護度を計算できるようにした。また，毎日の退院数で直近6ヶ月の在宅復帰率がわかる
ような表を作成した。

図6　ベッドコントロール管理表
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（2）在宅復帰率を考慮した入退院の調整
　在宅復帰率を上げるためには，地域包括ケア病棟での在院日数60日で自宅や施設などの在宅へ退院できない患者への対策が必
要となっている。在宅復帰率の計算式では，在宅復帰強化加算を取得している療養病棟への転棟でも分子の数にカウントできる。
そこで，当院の療養型病床で在宅復帰強化加算を取得している2病棟を使い，在宅復帰強化加算病棟へ転床転棟させることで，地
域包括ケア病棟での高い在宅復帰率を維持することにした。そして，在宅復帰強化加算病棟を維持していくためには，医療区分2，
3の割合が80％以上，直近6ヶ月の在宅復帰率が50%以上でなくてはならず，在宅復帰強化加算病棟の基準を維持できない患者につ
いては，療養病棟入院基本料2である3階西病棟へ転棟させることにした（図7参照）。
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図7　入退院の流れ　イメージ図

5  結果
　地域包括ケア病棟1のベッド稼働は2015年3月末では22床であったが，4月末には32床，5月末には43床，6月末には46床と増えて
きた。7月からも40床以上を推移して維持できるようになった（図8参照）。
　また，地域包括ケア病棟入院料（入院医療管理料）１取得に必要な直近6ヶ月平均在宅復帰率は70％であるが，3月末の時点では
60%であった復帰率が，4月末には64 .8%（単月在宅復帰率：90 .3％），5月末には65 .8%（単月在宅復帰率：80 .6％），6月末には
71 .9%（単月在宅復帰率：92 .0％）と上昇しており，7月からは，地域包括ケア病棟入院料（入院医療管理料）１を取得することがで
きた。その後の8月は，単月在宅復帰率が76 .7％に下がったものの直近6ヶ月平均在宅復帰率は86 .5％，9月は88 .9％と高い在宅復帰
率を維持できるようになった（図9参照）。

6  今後の課題
　地域包括ケア病棟を取得したH27年と前年のH26年の紹介元の割合をグラフにしたところ，紹介元の6割は医療機関からの紹介
であり，約2割が関連施設からの入院であることがわかった（図10参照）。特に医療機関の紹介のうち，半数以上が紹介元の回復期
リハ病棟での治療が終わったが，もう少しリハビリの継続を希望する患者であった。
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図8　地域包括ケア病棟1の入院患者数の動き
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図9　単月在宅復帰率と6ヶ月平均在宅復帰率

 

図10　紹介元の割合
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平成25年度から平成27年度における4月から9月の入院患者数，退院患者数，入退院患者増数を比べた（表2，表3，表4参照）。

表2　H25年度～H27年度4月～9月の入院患者数の推移

表3　H25年度～H27年度4月～9月の退院患者数の推移

表4　H25年度～H27年度4月～9月の入退院患者増減数の推移

　平成26年度の8月，9月に大幅に入院患者数が増えている理由が，診療報酬改定に伴う急性期病院の在宅復帰率導入前の限定的な
動きであったことを考慮すると，平成25年度より平成27年度は確実に入院患者数が増えてきている。しかし，実際に入院患者数が
増えてこない原因は，周辺地域での在宅施設増加などの外部環境の変化により，在宅への退院がスムーズになってきたことが考え
られる。また，急性期病院での医療看護必要度の維持のために，必要度が低い，または医療区分の低い患者の転院が多くなり，当
院での入院在院日数の低下なども考えられる。一方，図11に示すように姶良・伊佐地区における病床機能別医療の自己完結率をみ
ると，一般病棟，回復期リハビリ病棟，療養病棟共に姶良・伊佐の患者の約90％以上が地域の病院へ入院しており，今の姶良・霧

島医療圏では，これ以上当院で急激に入院患者を増やすことは難しいと考えられる9）。

 図11　姶良・伊佐地域における医療の自己完結率
（平成24年NDBデータをもとに作成）
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7  これからの取り組み
　今まで，当院への紹介患者のほとんどは，霧島市立医師会医療センターや青雲会病院など姶良・霧島地区の急性期病院からの紹
介であった。しかし，図12で示すように，脳血管患者数は霧島市立医師会医療センターや青雲会病院よりも伊佐地区の県立北薩病
院のほうが多いことがわかる。また，伊佐地域は姶良・霧島地区よりも人口減少が続く地域であり，看護や介護に携わるスタッフ
を確保することが非常に難しい地域であることを想定すると，回復期病床からの療養，在宅の整備が充分でないことが予想される。

図12　姶良・伊佐地域医療圏におけるDPC対象病院の診療実績
（平成24年NDBデータをもとに作成）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

   

   

　このことを考慮すると，今まで姶良・霧島地区，そして鹿児島地区の急性期病院への訪問活動を重点的に行ってきたが，これか
らは伊佐地域の急性期病院との連携を図ることが重要であると考える。特に伊佐地区の急性期病院の機能を維持していくために
は，その受け皿である回復期リハ病床や療養病床，在宅の機能がなければならない。特に伊佐地域では回復期，療養，在宅の機能
が充足していないと仮定すると，当院への需要はかなり高いものと考えらえる。また当院から伊佐地域では距離もかなりあるため，
転院時の当院からの送迎サービス等を行えば，当院への入院，特にリハビリへの需要が高まる可能性がある。また退院先を決める
家族（子供等）の住んでいる場所を考慮すると，遠方の家族にとっては，交通アクセスが発達している当院のほうが便利であると考
えるのではないかと思われる。これらのことより，今後伊佐地域をはじめとして，もっと広い範囲での広報活動を行っていく必要
がある。
　また，広報活動を行う上で一番大事なことは，当院機能のアピール活動である。当院は，回復期リハビリテーション病棟，地域
包括ケア病棟をもつ病院であり，これらのことから，チーム医療推進部では，今回，回復期リハビリテーション病棟と地域包括ケ
ア病棟のパンフレットを作成した（図13，図14参照）。今後は，これらのパンフレットを有効利用して当病院の機能を充分アピール
しながら，当院への入院患者を獲得していきたいと考えている。
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図13　回復期リハビリテーション病棟案内パンフレット
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図14　地域包括ケア病棟案内パンフレット
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1951 JCAH
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1965 Avedis Donabedian
3
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for Health Care Policy and Research:

CAHPS (Consumer Assessment of Health 
Plan Survey; 

1995
 

1999 AHP AHRQ
Agency for Healthcare Research and Quality:

CAHPS
2002
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1999 IOM (Institute of Medicine) , To Err 
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44,000 98,000
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http://www.ncqa.org/) HEDIS(The 
Healthcare Effectiveness Data and Information Set
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2010 3 23 The Patient 
Protection and Affordable Care Act

  

 

 

 

  

          

　臨床指標の評価としては、NCQA (National Committee 
for Quality Assurance; http://www.ncqa.org/)が開発した

HEDIS (The Healthcare Effectiveness Data and Infor-
mation Set）が最も重要であり、90％の民間保険会社が利

用している。これは、入院、外来の診療の評価を行うもの

であり、データの収集、集計、監査、公表する方法も定め

られている。この結果は診療報酬に反映されている。
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